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日本企業が直面 している構造 的諸問題
日本企業の国際化の進展に照 らして
衣 笠 洋 輔
1.構 造 的問題 とは
今 日,日 本企 業 は数 え切 れないほ どの難問,難 題 を抱 え込 んで四苦八 苦 し
てい るのが実状 であ る。 これ らの難題 は次か ら次へ と登場 し,ま さに地 雷原
を さまよってい るの感 があ る。 これ らのすべて を構 造的諸問題 と片 づ けるの
は簡単 で あるが,そ の前に,こ れ らの諸 問題 をよ り体 系的 な視点か ら整理 し
てお くことが必 要 となろ う。 これ らの問題 の中に は,新 規 に登場 して きた問
題 もあ るが,過 去 にその解 決 を怠 り,あ るいは,対 応が遅れ たため に,解 決
が一層困難 にな り,未 解決 の まま引 きず って きた問題 もまた かな りの数含 ま
れてい る。 見方 によれ ば,む しろ後者 の方が圧倒 的 に多 く,新 規 と見 られ る
もののなか に も,過 去の未解決問題 の単 な る派生,増 幅部分 と言 うべ き もの
も多数含 まれ てい る点 に注意 すべ きで ある。
それ らの諸問題 はざっ と挙 げただ けで,「 貿易収支 の恒常 的な大 幅黒 字」,
「世界的規模 での対 日輸入規制 」,「円高i操作 と円高の恒常化」,「日本市場の閉
鎖性 とその開放 要求 」,「自由化,デ ィレギュ レー シ ョンに向 けての外 圧お よ
び内圧 」,「日本企業 の国際 的不適合 」,「NIES,特 にアジアNIESの 台頭 と追
い上 げ」,「バ ブル崩壊 と長期 的景気低迷」,「産業 空洞 化,特 に,製 造業 の空
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洞 化 とその進行 」,「雇 用機 会 の減少 と失 業 の増大 」,「米 国製 造業 の巻 き返
し」,「日本 生産立地 の優位 の喪失 」,「国際的 にみて異常 に高 い日本の価格 ・
コス ト体 系」,「日本の顧客 の価格 への敏感 さの 回復 」,「日本顧客 の主体性強
化 の動 き」,「価格破壊 の進行」,「自主 開発体制 の確立強化 の必 要性」,「ベ ン
チ ャー ・ビジネス,ベ ンチ ャー ・キ ャピタルの形成 の遅 れ」等々枚挙 に暇が
ない状 態で ある。
しか し,こ こで注意 してお きたいのは,上 述 した諸問題 は単 に 日本企業 の
直 面 してい る問題 とい うよ りも,日 本全体 が直面 してい る問題 とい う性格 が
強 く,よ り厳密 には,日 本 とい う立地 を基 盤 として活 動 して いる 日本企業が
直 面 して いる問題 と言 い換 える ことも可能で ある。 その意味 で,こ れ らの諸
問題 を引 き出 した責任 の よ り大 きな部分 は日本政府 に課せ られ る ことにな ろ
う。 しか し,そ れ に も拘 らず,こ れ らの問題 は 「政 」一 「官」一 「業 」の鉄
の トライ アングルの上 に安 住 して きた 日本企業の問題 で もあ り,そ れ故 に,
本稿 で は,こ れ らの問題 を日本企業 に焦点 を合わせ て考察す るこ とに したい。
前述 した ように,こ れ らの問題 の大 多数 は密接 に絡 み合 っていて,日 本政
府,さ らには,日 本企業 がその解決 を怠 り,あ るい は,先 送 りしたた め,二
次 クレーム,三 次 クレー ム的 に発生 して きた もので 占め られ ている。 この よ
うに考 え ると,現 在,日 本政府,日 本企業 が抱 えてい る諸問題 は これ まで 日
本 の政府,企 業が展 開 して きた問題解決行動 お よび その根底 にあ る問題解決
能力 の限界,欠 如 を示 した もの とみなす ことがで きる。 日本 企業が抱 えて い
る構 造的問題 なる もの を体 系的 に考察す るた めには,ま ず,日 本企業が これ
まで展開 して きた成長戦略 それ 自体 についての基礎 的考察 を不可欠 とす る。
2.日 本企業の成長戦略についての基礎的考察
日本企業 の成長戦略 についての基礎 的考察 の第一歩 として,日 本企業 の成
長 を支 えて きた製 品がいかな る製 品で あったのかの検討 か ら入 るのが有効 か
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つ適切 であ る。 また,日 本企業 の成長戦 略の基本的特質 の解 明 に とって,こ
の検討,確 認 は絶対不可欠 と言 うこ とがで きる。
1)日 本企 業の成長 を支 えてきた主た る取扱製 晶
米 国企業 の成長 を支 えた製 品が,(1)米 国企業が,(2)米 国で,(3)世 界 に先駆
けて,(4)自 主 開発 し,(5)世 界 に伝播 した製 品で ある ことは疑問 の余地 のない
ところで ある。特 に第二次大戦以降 について はその ことが当 ては まる。 この
ような製 品 はそのPLC(ProductLifeCycle)の 起点 が米 国 にあ る とい う意
味 で,筆 者 は 「米 国 にPLCの 起点 をもつ製 品」 と名 付 けている。
20世 紀 の米国産業 の成長 を支 えて きたの は自動車 で あ り,家 電 であ り,コ
ン ピュー ターで ある。 自動車 について は,む しろ「西欧 にPLCの 起点 を もつ
製 品」 と位 置づ けるべ きか も知 れ ないが,米 国 が新 しい生産 方式 を開発 し,
新 たに,大 衆市場 を切 り開 き,そ れ を軸 として世界 に伝播 させた という意味
で は,「 米 国 にPLCの 起点 を もつ製 品」の範 疇 に加 える こ とも十分 に可能 で
あ る。 また,家 電,コ ンピューターはr米 国 にPLCの 起点 を もつ製 品」の典
型 とも言 うべ きもので ある。
これ に対 して,日 本 企業 の成長 を支 えた主た る製品 は,(1旧 本企業が ,(2)
日本で,(3)世 界 に先駆 けて,(4)自 主開発 を し,⑤ 世 界 に伝 播 した製 品,す な
わ ち,「 日本 にPLCの 起点 を もつ製品」で はな くt実 は米 国企業 と同 じ く「米
国 にPLCの 起点 を もつ製品 」で ある ことに注 目す る必要が あ る。
これ までの 日本企業 の取 扱製品 は「日本 にPLCの 起点 を もつ製 品」,「西欧
にPLCの 起 点 を もつ製品」,「米 国にPLCの 起 点 を もつ製晶」の3つ に グル
ー プ分 けす るこ とが で きる
。 しか も,日 本企業 の成 長 の基軸 に据 えられて き
たの はあ くまで も 「米 国にPLCの 起 点 を もつ製 品」で あ り,こ の こ とは十分
に検証可能 であ る。「西欧 にPLCの 起点 を もつ製 品」はカメラ,時 計,ワ イ
ンyビ ール等戦前 において は多数見 られ たが,第 二次大戦以降 はそれ はあっ
た として も米国経 由で 日本 に導入 されてお り,便 宜上,「 米国 にPLCの 起点
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を もつ製 品 」 とみ なす こ とが で き よ う。
戦 後 の 日本 企 業 の成 長 を支 えた製 品 として は,家 電,自 動 車,コ ン ピ ュー
ター 関係 の製 品 を挙 げ る こ とが で き るが,こ れ らは ま さ に米 国企 業 の成 長 を
支 えて きた 製 品 で あ る。 「日本 にPLCの 起 点 を もつ 製 品 」 は当初,醤 油,味
の素,イ ンス タ ン トラ ー メ ンな どの食 品 関 係 に集 中 して いた が,戦 後 の 日本
企 業 の高 成 長 を支 え た代 表 的 な成 長 製 品 とは ほ ど遠 い存 在 で あ っ た。 そ の後,
よ うや く,新 た に,ト ラ ン ジス タ ー ラ ジオ,ウ ォー クマ ン,フ ロ ッピー デ ィ
ス ク}VTR(VHS,べ 一 タ ー と も),炭 素 繊 維 等 々 が その範 躊 に加 わ りつ つ
あ るが,そ の 数 は なお 限 られ て お り,日 本 企 業 の 取 扱 製 品 が 依 然 と して,「 米
国 にPLCの 起 点 を もっ 製 品 」 お よ び そ の 延 長 線 上 に あ る製 品 で 占 め られ て
い る とい っ て過 言 で は な い。
こ こで注 意 して お きた い の は,日 本企 業 の 成 長戦 略 を考 察 す る に あた って,
上 記 の 点 を考慮 す る こ とな く,そ の 基 本 的 特 質 を解 明 す る こ とは不 可能 で あ
る とい う こ とで あ る。
確 か に,米 国 で の マ ー ケ テ ィ ング関 係 の 文 献 で も,「米 国企 業 の成 長 を支 え
た主 た る製 品 とは」 とい った議 論 は まった くとい って よ い ほ どな され て い な
い。 しか し,そ れ で は,な ぜ,日 本 で その こ とを問 題 に しな けれ ば な らな い
の か,そ れ に対 す る解答 は以 下 の よ うに要 約 され る。
わ れ わ れ 研 究 者 が しば しば陥 る過 ち で あ るが,そ れ は米 国人 研 究 者 が 米 国
企 業 を分 析 す るの に用 い た道 具,切 り口(含 分 析 フ レ.___ムワー ク)を その ま
ま無 批 判 に か つ機 械 的 に 日本 に持 ち込 ん で くる こ とで あ る。
さ ら に付 け加 え る な ら,米 国 の研 究者 が 米 国企 業 につ い て解 きた い問題 を
解 くた め に 自 ら開発 した 道 具 が あ る と し よ う。 も し,日 本 の研 究 者 が 日本 企
業 を解 くた め に その 道 具 を機 械 的 に導 入 した とす れ ば,確 か に その道 具 の利
用 に よっ て解 け る問題 はあ るだ ろ うが,そ れ に よ って 自分 が本 当 に解 きた い
問 題,解 く必 要 の あ る問題 を解 くこ とが で き る確 率 は きわ めて低 く,で きた
として も偶 然 の域 をで ない 。 自 らが 解 きた い問 題 は そ の問 題 を 自分 で 見 つ け,
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その上 でその問題 を解 くの に必 要 な道具 を自ら開発 す るこ とが不可欠 で ある
。
もとよ り,既 存の道具(輸 入 もの を含 めて)が その問題 を解 くのに適切 であ
る ことを確認 した上 で,そ れ らを用 い る ことは一向 に差 し支 えない
。 しか し,
その場合,無 修正 の まま適 用可能 なケース はまた きわめて限 られて いる と言
わ ざ るを得 ない。
企業の成長戦略 を考察す る場合,そ の成長 を支 えた製品が いか なる製品 で
あるのか を確認 す る ことな く考察 を進 め る ことは絶対 に不可能 で ある。 それ
にもかかわ らず,米 国の研 究者が これ に言及 していない とすれば
xそ れ に対
して,な ぜ とい う疑問 を持 つの は当然の ことで ある。 その場合,米 国企業 の
成長 を支 えた製品が 「米 国にPLCの 起点 を もつ製 品」である ことは米国人 に
とって周 知の事実であ り,改 めて言及 の必 要がなか った とい う答 が返 って く
るはずであ る。 さ らには,こ の研究成果 は米国人 向 けに書 かれた もので,日
本人 向けに書 いた もので はない とい う皮 肉 な答が返 って くる可能性 もあ る。
それ は ともか く,日 本企業 の場合 は明 らか に事情 が異 なる。 もし,日 本企
業 の成長 を支 えた製品が 「日本 にPLCの 起 点 を もつ製品」であ るな らば,取
扱製 品への言及 がな くて も一応許容 範囲内 であ るが,「 米国 にPLCの 起 点 を
もつ製品」 であ る とすれ ば,当 然 にその ことか ら考察 を始 め る必要が あ る と
い うことで ある。
日本企業 の成長 を支 えた製品が 「米 国 にPLCの 起点 を もつ製 品」で ある こ
とが確認 された場合,そ の確認 な しには見過 ごされ たであ ろう日本企 業の成
長戦略 につ いての さまざ まな特質 が浮 き彫 りに され る。 すなわち,米 国企 業
によって米国 で生産 されていた製品 が 日本企業 によって 日本 で生産 され るに
至 る経緯 をめ ぐって,解 明 を迫 る さまざまな問題 が浮か び上 が って くる。
それ らの問題 を目につ くものか ら逐次列挙 してみ よう。
(1)ま ず 目につ くの は,米 国企業 の自主開発対 日本企業 の技術 導入 ない し
模 倣 とい う日米両企業間 のR&D特 性 の違 いであ る。自主開発 の場合,効
率が悪 く,リ スク大で あ るのに対 しi技 術 導入 は大幅 な時間,金 の節約
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を可能 とす る と同時 に,効 率 が よ く,リ ス ク小 とい う特性 を もち,こ の
ことは当然,日 米両企業 のマ ネジメン トの リスク,効 率 に反映す る。世
界 に先駆 けての 自主開発 がベ ンチャー ・ビジネス としての特性 を強 くも
つの は この ことの反映で あ る。
(2)「 米 国 にPLCの 起点 を持 つ製 品」 とい う用語 に明 らか なよ うに,米 国
で最初 にPLCが 立 ち上が った製 品が その後 日本企 業 に よって引 き継が
れ てい く過程 はマーケ テ ィングの領域 で 開発 され たPLCモ デル の多 国
的適 用 に道 を開 くもので あ り,こ のPLCモ デル の多国的適 用 は米 国企
業 は もとよ りの こ と,日 本企業 の成長戦 略の解 明 に対 して も数 え切れ な
いほ どの ヒン ト,切 り口 を提供 して くれ る。
(3)そ の中での最大 の切 り口は 「米国」 で生産 され ていた製品が その生産
立地 を 「日本 」,さ らには,「 台湾」,「韓 国」,「中国」,「タイ」,「マ レー
シア」等々へ と転換 してい く 「生産立地転換 のサイ クル」の存 在で あ り・
それ を解明す るためモデル化 した 「生産 立地転換 のサ イクル ・モデル」
の活用 であ る。
(4)こ の 「生産 立地転換 のサ イクル」 の存在 は幕末 の開国以 降の 日本 ・お
よび,日 本企業が そのスター ト時点 か ら,「世界 の中の 日本 」として位置
づ け られていた こ とを意味 してい る。「世界 の中の 日本」とい う表現 は 日
本が経済大 国 と呼ばれ るよ うになって頻繁 に用 い られ るようにな ったが,
経済 大国で あろ うとなか ろう と,「 日本 」も,「韓 国」も,さ らには,「 ベ
トナム」 も世 界 の大 きな潮流 の中に組 み込 まれてい る ことを意味 して い
る。
⑤ 「世界 の 中の 日本」に象徴 され るよ うに,世 界の大 きな潮流 に組 み込 ま
れてい る 日本,お よび,日 本企業 は まさにイ ンビジブル ・ハ ン ド(見 え
ざる神 の手)の 掌 中にあ り,そ こでは,あ る一定 の 「メカニズム」が機
能 してい るこ とを想定 す る ことは十分 に可能 で ある。筆 者の場合,一 応
仏教徒 で あるので,神 として御釈 迦様 の存在 を想定す る とすれ ば,日 本,
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お よび,日 本 企業 は さ しずめ 「働 ト雲 」 と 「如意棒」 で大活躍 を した孫
悟 空 とい うこ とにな り,所 詮 は御釈迦様 の掌 の中 とい うことになろ う
。
日本,お よび,日 本企業 の高成長 もそれ を支 える 「成長 メカニズム」 を
基盤 として は じめて可能 になった もの であ り,日 本企 業の成長戦略 もそ
の 「成長 メカニ ズム」 に支 え られ て成 功 を見 た と言 う ことがで きる
。
筆者 の場合,日 本 企業の 高成長 を支 えた主 た る取 扱製 品が 「日本 にPLCの
起 点 を もつ製品」 ではな く,「米国 にPLCの 起点 を もつ製品」で ある ことに
早 い時期 か ら注 目 していたため,PLCモ デルの多国的適用,生 産立地転換 の
サ イ クル のモデル化,「 成長 メカニズム」の発見 と活用 を通 して
,き わ めて体
系的かつ網羅的 な切 り口で 日本企業 の成長戦 略の解明 にあた ってお り
,相 当
な成果 を引 き出 し得 た もの と確信 してい る。
前述 した構造的諸 問題 の中で,日 本企業が その解決 を怠 り,な い し,先 送
りした問題 の所 在 を明 らかに し得て いるの は,ま さに,上 記 の分析用具 によ
る ところ大 であ る。 これ らの点 については,後 に さらに言及 したい
。
2)「 生 産 立 地 転 換 の サ イ クル ・モ デル」
日本 企 業 の基 礎 的 考 察 の第2ス テー ジ は 「生 産 立 地 転 換 の サ イ クル 」 の存
在 の確 認 で あ る。 当初,米 国企 業 が手 が けて いた 「米 国 にPLCの 起 点 を もっ
製 品 」 を 日本 企 業 が あ る ス テー ジ か ら引 き継 ぐ とい う形 で 展 開 した とす れ ば
,
当 該 製 品 の 生 産 立 地 は当 然 の こ となが ら 「米 国 」 一 「日本 」 と転 換 した こ と
に な る。 今 日で は,こ の生 産 立 地 の転 換 は ア ジ ア に焦 点 を合 わ せ て考 察 して
も・ 「日本 」 か ら 「台 湾 」,「韓 国 」 へ,さ らに は,「 タイ 」,「マ レー シア」 を
経 て・ 「フ ィ リ ピン」・ 「ベ トナ ム」と急 ピ ッチ で 進 展 して い る.さ らに は,そ
の立 ち上 が り こそ遅 か っ たが,「 中 国 」もまた重 要 な生 産 立 地 と して ク ロー ズ
ア ップ され つ つ あ る こ とが現 象 面 で もは っ き り と読 み取 れ る。
この現 象 は 「図 一1生 産 立 地 転 換 の サ イ クル 」とい う形 で 図示 す る こ とが
可 能 で あ る。 こ こで は,日 本 立 地 が そ の立 ち上 が りの時 点 か ら,世 界 の一 環
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図 一1生 産 立 地 転 換 のサ イ ク ル(「 米 国 にPLCの 起 点 を もつ 製 品」)
"コス ト面での国際比較優位"を 求めて
の　　セ　の　　り　　
＼ ●騰 題濃 離 国際比較優位"
●「価格切札」という特性 をもつ標準化,
として,一 つの大 きな流れの中 に組 み込 まれ てお り,よ しんば,厳 重 な多数
の障壁 を設 けた として も,決 して,世 界 か ら切 り放 され,独 立 した存 在で は
あ り得 なか った とい う点 に注 目してお く必 要が ある。
「生産立地転換 のサ イ クル」は 「コス ト面 での国際比較優位 」の確保 に向 け
て進行 してい る。 なぜ,コ ス ト面 での国際比較優位 の追求 なのか,そ の理 由
は後 に詳論 す るが,こ こで は,生 産立地転換 の対 象 となる製品が価 格 を切 札
とす る製 品で ある こと,価 格切 札 とい う製品特性 は製品 ・技術の標準化が進
行 し,か つ,競 争企業間 の製品 ・技術 の平準化 が進行 してい る製 品(今 後 は
標準化 ・平準化製 品 と呼ぶ)で あ り,PLC上 成熟期 に属 す る製品 に典型 的 に
見 られ る もので ある ことを挙 げるに とどめ る。
米国一 日本 とい う生産立地 の転換 は台湾,韓 国 が登場 す るまで は,日 米2
国間 の問題 であ り,流 れの方向 も必 ず しも明 らかで はない とい う ことで,両
者 の間 にコス ト面での国際比 較優位 を求 めての転換 として位置づ け るこ とは
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きわめて困難 で あった。「日本 は 自らの工業 化 のために 日本生産立地 を利 用 し
たのであ ってtコ ス ト面で の国際比 較優 位 を志 向 した ものではない」 とい う
のが私の仮説 に対す る当時 の研究者 の反論 であ った。 しか し,こ こで問題 に
した いの は,日 本企業 の工業化 の進展,ひ いては,日 本企業 の高成長 の鍵が
日本立地 での コス ト面 での国際比較優位 の発 現 にあった こ とは明 らかであ る。
この こ とは 日本企業 の場合,低 価格 を切 札 として,海 外市場 に参入 していっ
た ことに端 的 に示 されてい る。
ここで筆 者が特 に強調 してお きたいのは,全 体 の大 きな うね りを読 み取 り
,
その本質 を見極 め る ことの大切 さであ る。
現在 では・台湾,韓 国の登場 を契機 として,生 産立地 が コス ト面での国際
比較優位 を求 めて移行す るこ とに疑 問 を呈 す る者 はない。 ま して,今 日の よ
うに,日 本 での顧 客の価格 への関心が著 し く高 まる中で,日 本企業が大量 に
海外 に流 出 して いる実態 を見れ ば,そ の疑問 は解 消す るはずで ある。
生産 立地転換 のサイ クル は前出の 「図 一1」 に要約 され る。生産 立地転 換
のサイ クル の存在 は目を据 えて観察 しない と見逃 して しまうような様々 な問
題 の所在 をわれわれ に提示 して くれ る。
生産立地転換 のサイ クルの存在 は 日本立地 が米 国立地 か ら技術 を始 め とし
て実 に多 くの成果 を引 き継 ぐ立地 として機 能 して きた こ とを示 して いる。 こ
の ことは日本企業が 自主開発 ではな く,技 術 導入 でスター トす るこ とを可能
とした こ と,さ らには,米 国企業 に よって,世 界 的規模 で確認 済み の市場性,
商 品性,さ らには,成 長性 の ある製品 だけ を選 び出 して取 扱 うことを可能 と
した こと,米 国企業 が永年 にわた って開発,製 品化 して きた製 品 を短期 間の
うちに集中導入 した こ と等 を浮 き彫 りに して くれ る。
この ことが 日本企 業 に とっていかに有利 に作用 したか は計 り知れ ない。 日
本企業 の画期 的な急成長,効 率が よ くリス クが小 さい経営 は まさに約 束 され
た もので あった とい って過 言で はない。 もとよ り,日 本企業 の企業努 力 を否
定 す る もので はないが,日 本企業 のあ る時期 の急成長,急 速 な経済大 国化 が
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企業努力,政 府 の努力 を も超 えた ところで約束 されてお り,企 業努力 はそれ
をよ り完壁な もの とした と理解 す るこ とがで きる。 この約束 は 「生産立地転
換のサ イクル」 におけ る日本 立地 の位 置づ けによって得 られてい る ことに留
意 されたい。 この ことは日本 に次 いで立 ち上が り,キ ャッチア ップ して きた
台湾,韓 国等 々 に もその まま当て はまる。 この場合,台 湾,韓 国 はいずれ も
産 業基盤が ほ とん ど皆無 であ った ところか らス ター トしてi日 本 よ りもはる
かに早 い ピッチで今 日の工業化水準 に達 した ことを考慮す るな らば,技 術 後
発 国 に共通 す るあ るメカニズムの存在 を想定 す るこ とが可能 であ る。
3)「 成長 メカニズム」
前述 した ように,「 生産立地転換 のサイ クル」において,日 本立地 に 「イ ン
ビジブル ・ハ ン ド」 とも言 うべ きあ る種 の 「メカニズム」が機能 してい るこ
とが想定可能 で あ り,筆 者 は これ を 「成長 メカニズム」 と名付 けてい る。 し
か も,こ の成長 メカニ ズム は日本立地 にお いての み機能す る と言 うよ りは,
技術後発 国の共有財産 としての意味 を持 つ ものであ る。
ここで注意 したいの は,こ の 「成長 メカニズム」があ る特定 国立地 に とっ
て,恒 久的 に機能 す る もので はな く,後 発 立地 に順 送 りされて い く性格 の も
ので ある とい う点で ある。
この 「成長 メカニ ズム」 が円滑 に機能 しな くな った場合,そ の生産立地 は
それ に替 わ る新 しい メカニズム を探求 す る ことを余儀 な くされ る。現在 の 日
本 が まさに この ステー ジにある とい って過 言で はない。 この ことは,技 術 導
入か ら自主開発へ の移行,自 らの手 に よる市場性,商 品性 の確認,ベ ンチ ャ
ー ビジネスの推進等様変 わ りの展開 を要求 す る。 「成長 メカニ ズム」の存在 に
気付 いていれ ば,そ れが いかな る問題 点 を内包 してい るのか,ま た,い っ ま
で円滑 に作 動 し得 るのか,作 動 しな くなった場 合 は どうすれ ば良 いのか を明
確 に提示 して くれ る。
生産 立地転換 のサイ クル におけ る日本立地 の特性 をさ らに詳細 に観察 す る
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と,ま ず最初 に目につ くの は,日 本が技術後発 国で あったた め
,日 本政府 に
よる幼稚産業 の保護政策(外 資規制,輸 入規 制等)が 強行 された ことで ある
。
技術 後発国 に とって,強 力 な技術先進 国か らの攻 勢 を喰 い止 めなが ら,自 力
で立 ち上 が るためには,こ れ らの対外諸規制 はむ しろ当然で ある と言 うこと
がで きる。 しか し,技 術後発 国で あった 日本が そ こか ら離 陸 し
,日 本企業 が
世界的競争力 を もって,海 外市場 に大 々的 に参入 し得 るステージ に入 って も
,
なお,当 初 か らの対 外規 制 を持続 し続 けるこ とには重大 な問題 が あ り,こ の
ことは,そ の後 の 日本 お よび 日本企業 に取 り返 しのつかない重大 な禍根 を残
す こ とにな った。「外国企業 の 日本 への参入 は不可,日 本企業 の海外 への参入
は可」 とい うの では余 りに もア ンフェアーであ る。 日本 企業 ア ンフェアー説
,
技術 ただ乗 り論 や らずぶ った くり説が横 行 したの は当然の ことで ある。今
日,日 本企業 をめ ぐって生起 してい るほ とん どすべ ての問題 はまさに,日 本
政府,お よび,日 本企業 の国際 的不適合,国 際感 覚の欠如 に起因 してい るこ
とに注 目 してお く必要が あ る。
日本政府 による輸入規制,外 資規制 な どの対外諸規制 は外 国製品,外 国資
本 等の 日本へ の参入 を阻止 す る ものであ ったが,こ の ことは同時 に,日 本 の
閉鎖性,国 際感 覚の欠如,国 際音痴,「 政 」一 「官」一 「業」の鉄の トライア
ングルの構築,日 本企業 による日本 市場の独 占 と価格 の高止 ま りといった事
態 を引 き起 こす こ とにな った こ とを も銘記 された い(「 図 一2,日 本生産立地
の特 質」参 照の こと)。
「成長 メカニズ ム」は 「図 一3」に示 されてい るように,「1 .技 術 導入 」一
「2.標 準化 ・平準化製 品(一 定 の品質性能 水準 を前提 に して,価 格 を切札 と
す る製品)」一 「3.コ ス ト面での国際的比較 優位 を発現 し得 る生産立地 」(当
初,日 本立地 一 その後,台 湾,韓 国,さ らには中国 に移行)一 「4 .確 認済
みの市場性,商 品性(米 国企 業 によ り,世 界的規模 で)」一 「5.受 け入れ市
場(国 内お よび海外市場)」 一 「6.効 率の良 い改良型R&D(製 品面 お よび
製造 面の両面で)」 一 「2'.未 標準化 ・末平準化製 品」一 「7 .効 率 の良 い設
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図一2日 本生 産立地 の特 質
口
「転換 の サ イ クル」＼1
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備投資及 び設備更新 」の7つ の ボ ックスに よって構成 されて いる。
「成長 メカニズム」についての詳細 な解説 につ いては,筆 者 の別論文 を参照
いただ くこ ととし,こ こで は割愛 す る。 この 「成長 メカニ ズム」 は1960年 代
末 まで は,日 本企業 の成長 に とって大 きな貢献 を果 た したが,そ の円滑 な作
動が1970年 代以降 の 日本企業 の国際的不適 合 とそれ に関連 す る様 々な課題 を
引出す ことになった こ とを もまた忘 れ るべ きで はない。1970年 代 は国際 的な
対応 に関 して は,ほ とん ど無対 応で あった といって過 言で はない。「成長 メカ
ニズム」は 日本立地 での役割 を終 えて
,現 在 で は,後 発の 「開発途上 国立地」
に引 き継がれ ている。 「成長 メカニ ズム」の有効 な作動 はその後 の 日本企業 に
様 々な課題 を提起 す る ことになるが,こ こで は,そ れ までの 日本企 業の成長
戦略 の基本 的特質 とそ こか ら引 き出 された課題 について,簡 潔 に言及 してお
きた い。
まず,「 ボ ックス1.技 術 導入」は日本企業のR&D特 性 を示 して お り,自
主 開発 ではな く,技 術 導入がすべ ての 出発点 とな ってい る ことを示 している。
技術導入 は金,時 間 の大幅 な節約 を可能 とす る と同時 に,効 率大,リ ス ク小
を約束 され てお り,日 本企業 は この技術 導入 を通 して驚 異的,か つ,安 定 的
な成長 を達成 した。
「ボ ックス2.標 準 化 ・平準化 製品」は技術 導入 のタイ ミングが「米 国 にPLC
の起 点 を もつ製品」の米 国で のPLC上 成長 後期 ,成 熟期 にある場合 の製 品特
性 を示 して いる。第二次大戦後 の 日米 の技術格差 は大 き く開 いてお り,ま た,
消費財 の場合,日 本 は戦前,戦 中を通 して生産 を抑制 して いたため,1920年
代 に米 国 で その普及 を見 た家 電製 品 に典 型 的 に見 られ るよ うに,日 本 で は
1950年 代半 ばに ようや く生産 を開始 してお り,そ の生産開始の タイ ミング も
大 きくずれ ていたのが実態 であ る。 そのため,日 本企 業が技術 導入 を通 して
生産 を開始 した家電製 品の多 くは米 国でのPLC上 す で に成 長後期 ない し成
熟期 にあ る ものが多 く,こ れ らの製品 は米国内で はすで に標準化 ・平準化 と
い う特性 を備 えていた。 これ らの製 品 は価格切 札が特徴 的で ある
。
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図一3「 日本企業の成長 メカニズム」(「米国 にPLCの 起 点 を
















1)低 廉 かつ良質の労働力 の利 用
2)「 国内十海外」市場志 向 による規模 の経 済の追求
3)相 対的 円高の状 態
「ボ ックス3.コ ス ト面 での国際比較優位 を発現 し得 る生産立地 」は生産立
地特性 で あ り,標 準 化 ・平準化製品の 「価格切札」 に由来す る条件 であ り,
1950,60年 代 の 日本立地 は この条件 を十分 に満 た していた とい う ことがで き
る。それ を支 えた要 因 として は,低 廉 かつ良質 の労働力 の安定供給,「 国内 プ
ラス海外 」市場志 向 による規模 の経済 の確保,恒 常的 な円安 の定着等が挙 げ
られ る。
ここで注意 してお きたいの は,「 ボ ックス4.確 認 済 みの市場性,商 品性」
で あ り,し ば しばその重要性 が見逃 されが ちで あるが,日 本企業 の場合,米
国企業が リス ク と時 間 をか けて 自主開発 し,そ の成長 性,市 場性 を世界 的規
模 で確認 された製 品 を中心 に技術 導入 を通 して積極 的 に引 き継 ぎ,技 術 格差
の縮小,解 消,逆 転 にすべ ての努力 を傾注 して きた こ とであ る。 この努力 の
成果 は 「ボ ックス6.効 率 の良い改良型R&D」 に端的 に示 され ている。 「ボ
ックス6」 は製造面,製 品面 の両面 で きわ めて有効 に機能 してお り,製 品面





















*労 働生産性 ア ップ
*品 質性 能 ア ップ
(2)「 高 品 質 ・低価 格 製 品」
(3)「 オ リジナ リテ ィ ・超 高 品 質 ・高価 格 製 品」
っている。 これに よって,「 低品質 ・低価格」製 品か ら,「高品質 ・低価格 」
製 品へ・ さ らには,「 超 高品質 ・オ リジナ リテ ィ高価格 」製品へ と製品 を組 み
替 えなが ら,き わ めて短期間 の内 に先発 の米 国企業 をキャ ッチ ア ップ し,一
部 では,米 国 を追 い越 す までの成功 を収 め るこ とにな った。 また,製 造面 で
は,「 ボ ックス7.効 率の よい設備投資,設 備更新」 につ なげる ことに よ り,
その生産 システムは完全 に先発 の米 国企業 を凌駕す る まで にレベル ア ップ し
,
一時期 はまさに世界 一の地 位 を確保 す るに至 る
。 この場合,大 量生産 システ
ムが前提 であ り,そ のた めには,恒 常的か つ安定 した市場 の存在 が絶対 条件
で あ り,こ こで もi「ボ ックス4」 はまさにそれ を可能 とする役割 を演 じてい る。
「ボ ックス5.受 入市場:国 内市場,輸 出市場」 は 日本企業 の当初 の製品,
「低 品質 ・低価格 」製 品 に も一定 の品質,性 能水準 を前提 として,国 内外 に受
入市場 が存在 した こ と,特 に,日 本政府 の輸 入規制,外 資規制 のため,日 本
市場 は日本企業 の独 占する ところ とな ったた め,日 本市場 は好 む と好 まざる
とにかかわ らず,そ れ を受 け止 めざ るを得 なか った ことを挙 げる ことが で き
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る。
日本企業 の場合,「 ボ ックス1」 か ら 「ボ ックス7」 まで を相互 に リンクさ
せ,驚 異 的な成果 を リス ク小,効 率大 とい う形で実現す る ことが可能 となっ
た。 この 「成長 メカニ ズム」 は個 々の製品毎 に適用 され る ものであ り,日 本
企 業 は先発 の米 国企業が 自主 開発 し,成 功 した製 品 を片 っ端 か ら技術導入 を
通 して取込 み,そ れ らの製 品 をそれぞれ 「成長 メカニ ズム」の円滑 な作 動 に
乗せ たわ けで,そ の総和 としての成果 は驚異的で さえあった。
しか し,こ こで注意 してお きたいのは,こ の驚異的 な成果が 日本企業 の ト
ップ ・マ ネジメ ン ト,ひ いて は,日 本企業 の優秀 さにス トレー トに結びつ く
ものではない とい う点 であ る。「成長 メカニズム」が有 効 に作動 してい る段 階
で は,日 本企業 の トップ・マ ネジメ ン トについて言 えば,「 政」,「官」 に向け
ての ロ ビー イ ング活動,「 業 」問 の根 回 しが主た る仕事 で,ビ ジネス について
は,米 国で成功 してい る製 品 をあれで行 こう,こ れで行 こ うと指示 すれば良
か ったわ けで,い わゆ る戦 略的決定 な る もの とはほ ど遠 い状 態 にあった と筈
う ことが で きる。驚異 的 な成果 をス トレー トに優 秀 さに結 び付 ける ことが で
きるので あれ ば,工 業化の基盤が ほ とん ど未整備 の中か ら立 ち上が って驚異
的 な成長 を遂 げて きた台湾企業,韓 国企業,さ らには,そ の トップ ・マネ ジ
メ ン トは さらに一 層優秀 であ った とい う ことになろ う。
これ まで達成 して きた 日本企 業の驚 異的 な成長 を 日本企業固有の もの と理
解 し,世 界 の 目,特 に,ア ジア諸国の憧憬 に満 ちた 目が 日本 に注が れた時期
もあったが,今 日,そ の神秘性 は大 き く失 われ よう としてい るこ とに注 目し
てお く必要 があ る。
3.日 本企業の成長戦略の基本的特質
日本 企 業 の成 長 戦 略 は上 記 の 「成 長 メ カ ニ ズ ム 」 を基 盤 として展 開 され た
訳 で あ るが,こ こで い くつ か の基 本 的 と も言 え る特 質 が 導 か れ る こ とに な る。
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しか し,こ れ らの特質 はその後,日 本企業 に至難 とも言 える新 しい課題 を提
示 する ことになる点 に留意 された い。
筆者 が問題 に した いの は,日 本,お よび,日 本企 業の様々 な対応 が 「木 を
見 て森 を見 ず」,事象 の本質 を見 きわ め るこ とな く,そ の場 限 りの場 当た り的
な問題解決 に終始 して きた とい う点 で ある。 この こ とは特 に国際 レベルでの
問題 につ いて当 ては まる。
その第1は 日本企 業 の成長戦略 お よびその事業展 開が技術 導入 を基軸 とし
て展開 されてお り,リ スク小,効 率大の事業経営 を約束 して いた ことを意味
している と同時 に,技 術 導入 の タイ ミングが 当該製 品 の米 国 でのPLC上 成
熟期 に近 いほ ど,金,時 間 の節約 は もとよ りの こと,「 リス ク小」,「効率大 」
とい う効果 を得 る ことがで きたわ けである。
これ に反 して,自 主開発 の場合s膨 大 な金 と時間が掛 か る上 に
,大 きな リ
ス ク と効 率の悪 さが特徴的 であ る。一 つの製 品が立 ち上が り
,PLCを 描 き切
るため には,開 発段 階か ら新製品段階 において,死 骸 の山 を築 いているのが
一般的 であ る
。世界 に先駆 けての画期 的新 製品 の自主 開発 の場合,そ の ビジ
ネスはベ ンチ ャーその ものであ り,米 国 にベ ンチャー ビジネスが多 く見 られ
るの も,そ の意味 では,当 然 の こ とと言 える。世界 に先駆 けての自主開発 に
ついて言 えば,世 界 にその先例 が ない まま,混 沌 と したニーズ を具体 的 なニ
ー ズに昇華 させ る過程 で
,ハ0ド とソフ トを リンク させ た充足手段 が導かれ
る とい うプロセ スが不可欠 であ り,か つ,こ の プロセ スは ビッグ ビジネス よ
りもベ ンチ ャー ビジネスに こそ適性が見 出 され る ことを も併 せ留意 してお き
たい。米 国で は,通 例,ベ ンチ ャ0ビ ジネス とビッグ ビジネス との間 にその
適 性 に対応 した協業関係 が見 出 され る。
ここで留意 した いのは,米 国での技術 導入源 が いか に豊富 とは言 え
,そ れ
は有 限であ り,日 本 企業の短期的集 中導入が あ る場合,そ の導入源の枯渇化
は当然 の こ とであ る とい うこと,米 国の技 術の枯渇化 は米 国の対外技術政策
の硬 化 を招か ざる を得 ない こ と,ま た,NIESも また 日本企業 の後追 いを行
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い,そ の追 い上 げは当然の ことであ るこ と,ま たその場合,日 本企業 に よる
自主開発体制 の確立,強 化 は必然 であ る こと等 が問題 となる。
この こ とを反映 して,今 日で は,日 本企業 の成 長戦略で この特質 も次 第 に
色 あせた もの とな ってお り,そ こで は,自 主開発体制 の強化,「 リスク小,効
率大」の事業経営か らの決別 を迫 られ るこ とにな る。 この こ とは 日本企業 に
対 し,成 長機会費消型成長か ら成長機会創造型成長 への転化 を迫 る ものであ
る。 これ まで,日 本企業 は 「技術 ただ乗 り論」 に見 られ るよ うに,成 長機会
を創造 しなが らの成長 で はな く,他 が創造 した利益機会 を費消 しなが ら成長
して きた こ とは事 実 で あ り,日 本企 業 が参 入 した ところで は,当 該製 品 の
PLCの 短縮化が急速 に進行 して いる ことに注 目 してお く必要が ある。
しか も,日 本 企業 の米 国 か らの技術 導 入 の タイ ミング は当初s米 国 で の
PLC上,成 長後期,成 熟期 の段 階で なされたた め,量 産技術 を中心 とした技
術 導入が一般 的で あ り,そ れは 「ボ ックス2.標 準化(標 準化,規 格化)・平
準化(競 争企業間 の技術 の平準化)製 品」 とい う特徴 として現 れ る と同時 に,
多 くの製 品分野 で,国 内生産規模 が国内市場規模 を凌駕 し,そ のた め,恒 常
的 に輸 出 ドライ ブがかか りやす い とい う特徴 を持 っていたのが実態 であ る。
その結果,日 本企業 はその成長戦略 にさ らに以下 の特性 を付与 す る ことにな
った。
その第2は,日 本企業 は常 に輸 出 を志向す るとい う形で の商 品輸出 を基軸
とした成長戦 略 を展開 し,標 準化 ・平準化製品 の世界 的供給べ 一ス としての
位 置づ けを確立す るこ とになった こ とであ る。 それ故 に,日 本企業 に とって
の輸 出市場 の確保 は 「国内プ ラス輸 出市場志 向 による規模 の経済」 によるコ
ス ト ・ダ ウン,大 量生産 システムの効 率的運 用 とい う観点か らも絶対 不可欠
であ った と言 うことがで きる。 しか し,今 日では,日 本企業の この成長戦略
も重大 な限界 を迎 えてい るこ とは周知 の通 りであ る。
ここで注意 してお きたいの は,再 三強調 す るよ うに,「 成長 メカニ ズム」を
的確 に作動 させ れば させ るほ ど,日 本企業の成長戦略 に対す る国際的批判 も
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強 まってい くとい う点で ある。 日本企業 は 「低 品質 ・低価格製 晶」か らスタ
ー トして
,「 高品質 ・低価格製品」へ,さ らには,「 超 高品質 な い しオ リジナ
リテ ィ高価格製品」 を産 み出 し,そ の取扱製品 を 「2 .標 準化 ・平準化製品」
か ら 「2'.未 標準 化 ・未平準化 を織 り込 んだ製品」 に まで拡大 す るこ とによ
りヂ ー人勝 ちの様相 を呈 す る ことになった ことは周知の通 りであ る。 さらに,
日本 企業の生産 システムは米国 を も凌 駕す る水準 に達 し,米 国 に対す る急 ピ
ッチの追 い上 げを可能 とす る と同時 に,集 中豪雨 的な輸 出 と大幅出超,対 外
貿易収支,特 に,対 米 貿易収支 の大幅黒,い ずれ を とって も,米 国 に先 導 さ
れ る国際世論 の袋 たた きに遭 うとい う結果 を招 いてい る。 この ことを加速 し
たのは,日 本 お よび 日本企業 の国際感 覚の鈍 さ,国 際音痴 に よる ところが大
きい。 この点 は技術後発 国であ った段 階か ら世 界的競争力 を身 につ けた1970
年代 まで国境 を閉 ざ した まま放置 した ことによる ところ大 であ る。
世界 的規 模で の対 日輸入規制,大 幅 な円高 とその恒 常化,日 本市場 の開放
要求,台 湾,韓 国 を始 め とす るNIESの 急速 な台頭 と追 い上 げな ど,日 本企
業 は留 まる ところを知 らない政治的,経 済 的摩擦 の中で,ま さに四面楚 歌の
状況 に追 い込 まれてい るが,こ の責任の きわめて大 きな部分 が まさ し く日本
お よび 日本企業 にあ る と言わ ざるをえない。
筆者 はす でに1979年 の時点 で,拙 著 『日本企業の国際化戦略』 において,
対 日輸 入規制へ の的確 な予測 と対応,標 準 化製品か らの脱皮,円 高への的確
な対応 な どについての問題提起 を行 ってお り,本 稿 で は,そ の一部,特 にs
円高問題 に関す る問題提起(pp.155-7)を ここで再録 してお きたい。
『筆者 は円高 に対 す る基本 的認識 として,① 米 国政府 の対 日諸政策 の真 の狙
い は急増 す る 日本企 業の対 米輸 出の阻止 と対 日貿易収 支の不均衡 の是正 に
おかれてお り,円 高 も対 日諸政策 の重要 な__�と して位 置づ け られて いる
こ と,お よび,② 円高操作,対 日輸 入規制 な ど一連 の対 日諸政策 は,日 本
の対米輸 出の実質減,日 米 貿易収 支の不均衡 の大幅 な改善 が実現 しな いか
ぎ り,常時 出番 を待 って い る ことを強調 して きた。この基本 的認識 は,そ の
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重 要性 を一層 高めてお り,円 高への的確 な対処 に とって不可欠 と言 える。
この認識 に立 つ場合,円 高問題 は 日本企業の これ までの商品輸 出を基軸
とす る成長戦 略,ひ いて は標準化製品 を基軸 とす る成長戦略 のあ り方 にか
かわ る もので あ り,そ の抜本的 な見直 し と転換 を要求 す るものであ った と
言 うことが で きる。
この要求 は,ニ クソン ・シ ョックの時点 で はっき りと提 示 されてお り,
その後 も一貫 して提 示 され続 けて きた。これ に対 し,日 本企業 は,オ イル ・
シ ョックを契機 として,国 内的 には減 量経営 を推進す る半面,国 際的 には
商 品輸 出の一層の強化 をはか り,米 国政府の要求 を も完全 に無視す る結果
となってい る。世 界的需要低迷の 中でいか に重大 な コンフ リク トを惹 き起
こすか は説明す るまで もない こ とであ り,こ の強 引な行動が まわ りにまわ
って これ までのツケ を0挙 に払 わ され る結果 とな った。 円高 はその典型 と
い うこ とが で きる。商 品輸 出 を基軸 とす る戦略展 開が持続 され るか ぎ り,
円高 は対 ドル価値 のみ に とどま らず,ポ ン ド,マ ル ク,フ ランな どの国際
通貨 に対 して問題 とな る可能性 が十 分 にある。
円高へ の 日本企業 の対 応 は 「木 を見て森 を見ず」の類の ものが多 い。米
国政府 の真意 を十分 に汲み とった うえで な され る必要が ある。 た とえば,
日本企業 が円高の一部 をテレ ビの組 立 てにみ られ る完全 自動化,ト ヨタの
カンバ ン方式 な ど徹底 した コス ト削減努力 を通 して吸収 しよう としてい る
が,長 期 的 にみ て,真 の問題解決 になっていない ことは明 らかであ る。
オイル ・シ ョック以降,経 営者側 は 「高成長時代 の終焉」 を合 言葉 に大
同団結 を行 って,高 成長 のオ コボ レ頂戴 に終始 し,新 しい事態 への認識 と
それへ の対応 に完全 に立 ち遅 れた労働側,と くに労働組合側 に対 して完全
に優位 に立 ち,き わめて強硬 な政策 を打 ち出 して いる。賃上 げに対 す る0
律 的なガイ ド ・ライ ンの設定,採 用人員 の削減,初 任 給の据 置 き,終 身雇
用制 ・年功序列制 の大幅 な後 退,そ れ を内容 とす る厳 しい中高年対策 な ど
はその一例 で ある。
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ミ ドル ・マ ネジメ ン トを含 む労働者 に対 す る対策 の厳 しさに比較 して,
トップ ・マ ネジメ ン トの責任 の所在 は まこ とに曖昧で ある と言わ ざ るを得
ない。 と くに世 界的 な需要低迷 の中で一層 の輸 出 ドライブをか ける とい っ
た トップ ・マ ネジメ ン トの国際的 な見通 しの甘 さが労働 者側 に強 いた犠牲
をそっ くり円高 に吸 い取 られ る結果 を招 いてい る点 を考慮す る場合,そ の
感 は一層強 い ものが ある。 円高 に対 す る的確 な対応 は トップ ・マネジメ ン
トの豊か な国際的洞察力 とそれ に基 づ くす ぐれた戦 略的決定 を不可欠 の要
件 としてお りzコ ス ト削減 はその ご く一部 で しかな いので ある』。
筆 者が あえて15年 前 の文章 を再録 したの は,ま ず第1に,筆 者 自身,前 述
した 「生産 立地転 換の サイ クル」 お よび 「成長 メカニズム」のモ デル化 につ
いてすで に完成 済 みであった こ と,お よび,こ れ らのモ デル を通 して見 る場
合s日 本企業の成長戦略 の基本 的特質 が明確 にで きる と同時 に,そ の特質 が
きわ めて早 い時期 に国際 的不適合 の状態 に陥 らざるを得 ない こと,ま た,第
2に,日 本政府,日 本企業 の対応 が国際的視点 か ら見 る限 り,誤 解,錯 覚 と
堂々 め ぐ りに終始 していて,ほ とん ど進展 が見 られ なか った ことを特 に強調
してお きたか った こ とに よる。 引用 した文章 でのオ イル シ ョック後 の 日本企
業の対 応,特 に,労 働者(ホ ワイ トカ ラー を含 む社員全体)に 対 す る対応 と
バ ブル崩壊後 の対応 には見事 な までの共通 点が存 在 し,戦 略策定 の責任者 で
ある トップ ・マネ ジメ ン トの見通 しの甘 さ,洞 察の甘 さが その まま労働側 に
犠牲 を強 いる形 にな ってい るこ とであ る。 トップ ・マ ネジメ ン トが トップ ・
マ ネ ジメ ン トた り得 るの は,国 際的 な判 断力 とそれ に基 づ く優 れた戦 略的決
定 をな し得 る こ とであ り,そ の意味 で は,自 らの責任 を明確 にす るこ とこそ
第一義的 に重要 であ り,自 らの責任 を回避 した まま,他 に犠牲 を強い る こと
な どもってのほか と言 わ ざるをえない。第3に は,以 上 あげて きた数 え切 れ
ないほ どの政 治,経 済 面での摩擦 が決 して無関連 に生 じて いるわ けで はな く,
さらに掘 り下 げて洞察 す る場合,実 は,そ れ らが相互 に密接 に絡 み合 いなが
ら生起 してい る とい うことで あ り,同 時 に,そ こでの大 きな流れ,本 質 を掴
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む こ とがいか に大切 で あるか とい うこ とであ る。 さ らに加 えるな らば,円 高
は 日本 の貿易収支 の大幅黒 とい う条件 が大 き く変化 した場合,円 安 に振 れ る
こ とも十分 にあ り得 るこ とを意味 してお り,輸 出の主体 で ある在 来型 製造業
の実質的空洞化が進行 す る場合,1970年 代,80年 代 の米 国の ドル安再 現 もあ
り得 る ことを も想定 してお く必要 があ るこ とも,併 せて指摘 してお きたい。
筆者 として は,日 本企業 の問題解決 の努力 は十分 に評価 してい る積 りで あ
るが,そ の評価 は評価 として,日 本 お よび 日本企業 を一 旦突 き放 した上 で,
客観的 に眺 め るこ ともまた不可欠 であ るこ とを強調 してお く。
4.日 本企業の構造的諸問題 とそれへの対応
現在,日 本企業が抱 えている構造的問題 な る もの は一見 国内的 な問題 で あ
るか に見 え るもの も含 めて,す べ て国際的 な レベ ルで生起 してい る とい う こ
とで あ り,こ れ らの問題 は国際的 な視点 か ら解決 されねばな らない。 その意
味で,日 本 お よび 日本企業の 国際的不適合,そ の背後 にあ る国際感覚 の欠如
を引 き出 した 自由貿易体 制へ の認識 の検討か ら始 め るこ とが有効 であ ろう。
1)自 由貿易体制 は所与か
われわれ 日本人 は自由貿易体 制 を 「所与」 として受 け止 め る習癖 があ るよ
うで あるが,元 来,自 由貿易体制 は実 に脆 く,壊 れやすい ものであ り,世 界
の歴史 の中で もご く僅 か な期間 しか存続 し得 ていない こ と,そ れだ けに,自
由貿易体制 を維持 して行 くた めには誰かが それ を守 らな ければな らない。第
一次
,第 二次 大戦 ともこの 自由貿易体 制の崩壊 と大 きな相関が あ り,欧 米諸
国 は身 に滲 みて その恐 ろ しさを知 っているため,決 して円滑 に とは言 えない
ものの,最 終 的 には自由貿易体制 の決定的 な崩壊 を回避 す る とい う基本的姿
勢 を採 ってい るのが実状 で ある。
自由貿易体制 は誰 か によって守 られ なけれ ばな らないが,そ れ によって最
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大 の利益 を得 てい る ものが まず率先 して自 らの血 を流 しなが ら守 り抜 くべ き
ものであ るこ とを銘記 すべ きで ある。今 まさに,そ の使命,役 割 は 日本,お
よび,日 本企業 に提 示 されて いる ことに気が つ く必 要があ る。 これ は政府の
役割 であ って,個 々の企業の役割で はない といった言い訳 で済 まされ る もの
で はな く,個 々の企業 が業界 活動 を も含 めて,自 由貿易体制 の遵 守 を第一義
的に考 えて,そ の枠 内で積極 的 に事業活動 を展 開す る とい った姿勢が何 よ り
も必 要であ る。遅 ればせ なが ら,こ の ことに気付 き始 めた 日本企 業 も登場 し
つつあ り,現 在 の 自動車企業 の実態 も時間 こそ掛 か ったが,よ うや くその域
に入 って きた よ うであ る。
その 自動車 の場合 も,米 国主導の外圧 に よってその対応 が始 動す るに至 っ
てい るが,自 由貿易体 制上,国 内市場 は閉 ざ した まま,輸 出 は当然 といった
対応 は早 晩,重 大 な問題 を抱 え込 む こ とにな る ことは当然 の ことで ある。 自
動車 の場合,米 国企 業の稚拙 な輸出 と日本企業 の精緻 な輸 出が対 照的で ある
が,日 本企業 の 「良い商品 を安 く提供 して ど こが悪 い」 とい うロジ ックは米
国政府 の 「多少悪 くて も,ま た,高 くて も,自 国での雇 用の創 出 につ なが る
な らば,国 は閉 ざさざるを得 ない,こ の ことは日本 で もや って いる ことで は
ないか」 とい うロジ ックと真正面か ら対立 す る ことになる。
いずれ にせ よ,日 本政府 お よび 日本企業 の国際的感覚 の欠如 は際立 ってお
り,国 際的 な対応 にお いて,「 場 当た り的,木 を見 て森 を見 ず」型の対応が 目
立 つ。 この対 応の抜本的 な是正 こそ,日 本政府 お よび企業 の活 きる道 につな
が る ことだ けは確 かで ある。 も とよ り,こ こで,日 本政府 に比 較す る場合,
常 に日本 企業 の動 きの方が は るか に迅速 であ り,す で に新 しい胎動 を通 して,
日本 を離 れて も世界 的 に活 きるこ とので きる日本企 業 も出現 し始 めてい るこ
とは注 目に値 す る。
2)産 業の空洞化 を阻止 す る方策 は?
現在,日 本 企業 が直面 し,緊 急 に解決 を迫 られて いる課題 として は,産 業
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の空洞化が あ る。2,3年 前,日 産座 間工場 の閉鎖 問題 がバ ブルの崩壊 と関
連 づ けて語 られた こ ともあ るが,そ の場合,バ ブル崩壊 は単 なる引 き金 とし
て機能 しただけで,真 因 は別 にあ った とい う ことがで きる。
日本企業が対 日輸入規制 への対応 として,あ るい は,現 地 市場 への一層の
浸透 を目指 して大 々的 に海外生産 を実施 す る場合,こ れ まで 「世界 の工場 」
として機能 して きた 日本 国内での生産 拠点 の整理,縮 小 は当然の成 りゆき と
言 うこ とが で きる。 も し,こ れ まで海 外生産拠点 の増設 が国内生産拠点 の整
理 な しに進行 して きた とすれば,国 内生産拠点 の整理,縮 小 は必至 で あ り,





















うまで くれ ば,日 本国 内での生産拠点 の規模 は限 りな く国内市場 の枠 に近 づ
かざ るを得 な くな るの は当然の ことであ る。
「成長 メカニズム」が十分 に機能 して いた輸 出至上 主義 の段階 では
,当 然 の
ことなが ら,日 本企業 は世界市場 の上 に乗 っか っていた と言 うことが で き
,
現地販売拠点 を除 き,生 産 拠点,R&D拠 点,財 務拠点,人 事 ・労務 のための
拠点,さ らには,本 社 まで を日本一 国 に集 中 して いた と言 うこ とが で きる
。
この点 につ いて は,「 図 一4商 品輸 出 を基軸 とした国際化」を参照 され た
いo
すべ ての戦略が本社 で策定,実 施 され,現 地単位(現 地販 売子会社)が 単
に本社 で策定 された戦略 を執行 す るのみの事業単位 として位 置づ け られて い
たの はまさし くこの時期 であ った。
本論か ら外れ るが,日 本企業 の戦略 と組織 に関心 を持 つ米国人 研究者(例
えば,C.A,バ ー トレッ ト,M .E.ポ0タ ー,T.レ ビッ トな ど)が 日本
企業 の戦略,組 織 の特徴 を 「グローバル型 」 として把握 してい るの はこの段
階での 日本企業 を対象 として考察 した結果 と言 うことがで きる。各研究者 と
も,「グローバ ル型 」を国境 を超 えて製 品が標準化 され ている こと,お よび,市
場へ のアプ ローチが標準化 されて いる ことを挙 げているが,上 記 の段 階での
日本企業 を考察す る場合,日 本企業が 日本生産立地 で生産 した製品 をそれ を
受 け入 れて くれ るすべての海外市場 に向 けて輸 出 し,当 該製 品の 「世界 の工
場」 としての位置 づ けを確 立 し得 た ことを反映 した もの と言 うこ とがで きる
。
話題 を本 論 に戻す と,日 本企業 が販売 面の国際化,言 い換 えれ ば,商 品輸
出 に留 まってい る段 階で は,販 売拠点 の一部 が海外 に進 出 しているに留 ま り
,
生産,財 務,人 事 ・労務面 に関す る拠点,お よび,本 社 がすべて 日本 に集 中
して いたわ けで,こ の状 態が ご く最近 まで継続 して きた ことに留意 すれ ば
,
ここで 「産業 の空 洞化 」 を議論す る場合 に は,き わめて慎 重 な配慮 が必要 と
な る。
かつ て,野 村総研が米 国産業 の空洞化 につ いて検 討 を加 えていた時
,筆 者
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も意見 を求 め られ た ことが あ るが,そ の時点 で,産 業 の空洞化 とい う場合,
そ こでの産業 は一次,二 次,三 次産業 のすべて を含 む もので ある こと・二次
産業 が海外流 出,自 然消滅 によって大 き く衰退 した として も,そ の衰退分 を
超 える部 分が他 の産業,例 えば,三 次産業 でカバ ー されてい る とすれば,産
業 の空洞化 とい う表現 は適切 で はない こと,そ の場合 には,二 次産 業,な い
し,製 造業 の空洞化 とい う表 現が よ り適切 で ある とい う点 を指摘 しておいた。
日本 にお ける産 業の空洞化 を議論す る場合 には,以 下 の点 に特 に留意 す る
必要が あ る。
その第1は 日本 にお ける生産拠 点の過度の集 中の問題 で ある。特 に・「世界
の工場 」 としての役割 を演 じた製造業 を中核 とす る二次産業 の場合・ 当然 の
ことなが ら,生 産拠点 の過度 の集 中が見 られ るこ とにな る。 しか し,こ の過
度 の集 中分が早晩 日本 か ら外 され ざるを得 ない ことは当然の ことで あ り,過
度 の集 中分 が どれだ けなのか を確定 しな けれ ば,空 洞化 の議論 は甘 くな らざ
るを得 ない。 その場合,世 界市場規模 で はな く,国 内市場規模 が過度 か否 か
の基準 とな らざ るを得 ない はずであ る。
その第2は 過剰分 を除いた製造 業 につ いての産業規模 を基準 に して,製 造
業 にお ける海外 流出分,国 内での 自然淘汰分 を加 えた消失分 を製造業 にお け
る新規投入分 でカバ ーで きな ければ,少 な くともs製 造業 の空洞化 は必至 と
言 うこ とが で きる。 コス ト面での国際的比較優位 を失 った 日本 生産 立地 にお
いて は,価 格 を切札 にせ ざるを得 ない標準化 ・平準化製品 の生産 を行 って き
た在来型製造業 は海外 に流出 するか,国 内に留 まって 自然消滅 を待 つか とい
う危機 に直面 してい る。
在来型製造業 を この危機 か ら救 うた めには,日 本 立地で のコス ト面での比
較優位 の回復以 外 には道 はないが,そ の こ と自体,現 状 では きわ めて困難 な
ことで ある。 日本立地 での コス ト面 での国際 的比較優位喪失 の背景 に は,円
高(プ ラス,マ イナス両面 の効果),国 際的 にみて異常 に高 い コス ト・価格体
系が問題 とな るが,こ れ につ いて は,後 に言及す る。
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その意味 で は,日 本生産立地 の活用 のため には
,標 準化 ・平準化製 品か ら
の脱 皮以外 に道 はない。言 い換 え る と,コ ス ト面 での国際比較優位 に替 えて,
R&D面 での国際比較優位 を追求 す る以外 に道 がな い こ とを示 してい る
。 こ
の点 につい て も,後 にさ らに詳論 する。
上記 の こ とを考 え併 せ る と,製 造業 の空洞化 は在来型 の製造業 を中心 に こ
れか らもなお進 行す る とみるのが妥 当であ り
,新 規 の製造業 の立 ち上が りを
待 っ しかない。
その第3は 製造業以外 の産業分野,特 に,三 次産 業の分野 で どの程度 の新
規投入分 が期待 で きるか とい う問題で ある。高齢化社会,主 婦 の社 会進 出等,
今 後の ライ フス タイルの変化 によって,あ る程 度の新規 投入 は期待可能 であ
ろ うが,自 然淘汰部 分 の大 きさ と比較 して余 り多 くは期待 で きない とい うの
が実状 であ る。
もとよ り,長 期的 にみ る と,情 報 ・通信 関連 のサー ビス分野 での立 ち上が
りの条件 は次第 に整備 されつ つあ り,新 しいタイプの三次産業 の台頭 が望 ま
れ る。 また,日 本 ほ ど急 ピッチで高齢化社会 に突入 した国 は世界 で も稀 であ
り,こ の条件 をフルに活用 して福祉産業 を立ち上 げる場合
,「 日本 にPLCの
起 点 を もつ製品,サ ー ビス,シ ス テム」の開発 も十分 に可能 とな ろ う
。
3)日 本生産立地活用 の道
「生産立地転換 のサイ クル」に即 して考 えてみれ ば,コ ス ト面での 国際比較
優位 を求 めて その生産 立地 は移行 する こ とにな るが,こ れ はすべての製品 に
当 ては まる ものではな く,そ こでは,「コス ト面での国際比 較優位 を求 めな け
ればな らない製 品 とはいか な る製品 か」 が問題 とな る
。
結論 か ら先 に言 う と,そ れ は 「標 準化 ・平準化 」 された製品 であ る
。 「標準
化 ・平準 化」製品 は競争他社 の製 品 との実 質的 な差別 化が存在 しないため
,
当然 の こ となが ら,価 格 が競 争の切札 とな らざ るをえない。価格切札 の製品
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「技術導入のタイ ミングの前倒 し」(成 熟段階か ら導入段階に向けて)
*有 利な導入技術源の枯渇化(標 準化 ・平準化技術は買い手に有利)
*技 術蓄積の進展
*企 業化精神(世 界一の製品を目指す一 「追い付 き,追 い越せ」)
もとよ り,「標 準化 ・平準化 」製 品 とい う場合,そ れが直 ちにコス ト面での
国際比較優位 の追求 に結びつ くもので はない。製品の標準 化 ・平準化が国 内
レベルで達成 され た場合,コ ス ト面 での比較優 位 の追求 は国内 レベ ルで生 じ
るこ とにな る。 コス ト面 での国際比較優位 が問題 となるの は,当 該 製品の生
産 立地 が海外 に移 転 した段 階か らで ある。
この こ とを 「図 一2成 長 メカニズム」 にお ける 「ボ ックス2」 を引用 し
なが ら,解 説 してみ よ う。技術導入 のタイ ミングが米 国でのPLC上 成長後期
ない し成熟期 にある場 合(「図 一5日 本企業の技術導入 のタイ ミング」),日
本企業 は米国 内ですでに標準化 ・平準化 が進行 した製 品 を引継 ぎ,生 産 を開
始 す るこ とにな るが,技 術 導入 によって,直 ちに,日 米の技術 ギャ ップが解
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図一6PLC上 の賭特性











・競争企業数 単独OR小 増加 急激に増加
・差別化 実質的差別化 形式的差別化
消 され るわ けではな く,そ の意味 で,日 本企業 はその技術 ギ ャップか ら くる
品質,性 能上 の劣位 を補 うべ く低価格 を一層の切札 と して,「低品質 ・低価格 」
製品 で米 国企業 と競合 す る ことになる。 この場合,標 準化 ・平準化 にっい て
の理解 としてはs米 国 での標準化 ・平準化 がべ一スで あ り
,厳 密 には,日 米
間 での平準 化 は完全 には満た され ていなか った と見 るべ きで ある。
しか し,そ の後,日 本企業 は量産体 制 を軸 とする技術導入 か ら必 然的 に導
かれ る 「国内生産規模 〉国 内市場規模」 に よって,日 本企 業同士の過 当競争
に巻 き込 まれ,激 しい品質,性 能 競争 を経 て,日 米 間の技術 ギ ャ ップを解消,
逆転 するに至 る。その場 合,日 本企業 グル ープ内で よ り高い レベ ルで標準 化 ・
平準 化が成立 し,こ れ をべ 一ス として新 たな水準 で標準 化 ・平準化が定着 し
,
米 国 をべ 一ス とす るそれ は後 退 を迫 られ るこ とにな った。
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この関係 は 日本企業 と新た に台頭 した台湾企業,韓 国企業,さ らには,そ
れ に続 いて立 ち上 が りつつ あ るア ジアNIES企 業 との間 に も見 られ る。現
在,日 本企業 グループ間で成立 した標準化 ・平準化 は国際 的なべ 一ス として
機能 してお り,ア ジアNIES企 業 はか っての 日本企業 と同様,技 術 ギ ャ ップ
をカバ ーす るた めの低価格切札 で対応 してい る段 階にあ る と考 えて よい。 こ
れ らの技術 ギ ャップは さらに縮小,解 消,時 には,逆 転 の道 を辿 る ことにな
ろう。
日本生産 立地が コス ト面 で の国 際比較 優位 を喪失 しつつ あ る以 上・標 準
化 ・平準化製品 の生産 を軸 とした在来型製造 業 は消滅 の道 を辿 る しか ない。
日本立地 が コス ト面 での国際比較 劣位 に陥 った とい うこ とは在来型製造業 の
輸 出競争力が喪失す る といった問題 に留 まらない。 コス ト面での国際比較優
位 を求 めての海外 への流 出が進行 す る ことは必然で ある。 しか し,事 態の悪
化 はそれだ けに留 ま らない。 日本 市場 の開放 が進 む場合,日 本市場 は外 国勢
の格好の猟場,草 刈場 と化 し,在 来型製造業 はさ らに追 い打 ち的 なダメー ジ
を蒙 るこ とにな る。
この様 な状 況の もとで,日 本立地 において,在 来型製造業 の海外 流失,自
然消滅,さ らには,外 国勢 に よる日本市場 の蚕食 を0時 的 にで も,ま た,多
少 で も喰 い止 め,そ の延命 を図 るた めには,日 本 での コス ト面 での国際比較
劣位 を修 復す るた めの いか な る努力 も惜 しんで はな らない。 こ こで は,コ ス
ト面で の国際比較優位 の喪失 の原 因 を徹底 的 に洗 い直 し,対 策 を講 じる しか
ない。 コス ト面 での国際比較優 位の回復 は最大 の急務 と言 えるが,現 状で は
余 り多 くを期待で きない こ ともまた事実 であ る。
日本立地が コス ト面 での国際比較 劣位 に陥 った状 態で,価 格切札 の製品 を
生産 した として も,そ の製品 は価格 競争力 な しの状態 に陥 るこ とは明 らかで
ある。 ここでは,「 日本 立地で生産 しうる製品 とは?」 とい う逆 の視 点か ら入
るのが有効 であ る。 その場合,答 は明快 で ある。要す るに,低 価格 を切 札 に
しないで済む製品の開発,さ らに言 うな らば,価 格設定 の 自由裁量度 の大 き
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い製品の開発,生 産 とい うこ とにな る
。 しか し,価 格設定 の 自由裁量度 が大
きい製品 とい うこ とになる と,な まじっかな差別化 で は間 に合わ ない
。競争
他社 が追 いつ こう として も時 間が掛 か り,な か なか追 いつ けないほ どの実 質
的 な差別化 が要求 され る。 この ことを さらに突 き詰 め る と
,コ ス ト面での国
際比較優 位 に替 えて,自 主 開発,R&D面 での国際比 較優位 を活 か した製造業
へ の構造転換以外 に道 はない とい うこ とにな る
。 その内容 としては,品 質面,
性 能面でず ば抜 けた水準 にあ る製 品 とか,独 占的か つ革新 的な技術 の裏付 け
を持 つ製 品 とか,革 新的 な二〇 ズに対 し高技術 を もって対 応 している製品 と
かが考 え られ る。 いずれ にせ よ,世 界 に先駆 けての 自主開発 こそ,そ れ らの
製 品,サ ー ビス を産 み出 す原動力 とな るはずで あるが
,そ の実現 には,こ れ
また道遠 しの感 があ る。
いずれ にせ よ・ 日本生産立地 の有効 な活用への道 は実 に険 し く
t難 問が 山
積 してい る。 「木 を見 て森 を見 ず」,ま さに場 当た り的対応 に終始 し
,事 態 を
ここに至 らしめた責任 は誰 が とるのか,「政」一 「官」一 「業」 とい う鉄 の ト
ライア ングル を形成 し,規 制,保 護 の枠 の中で
,既 得権 を守 る ことに汲々 と
して きた責任 は どう とるのか,ま た,日 本 の生活者 を蚊帳 の外 に押 し出す こ
とに よ り,ぬ くぬ くと甘 い汁 を吸 って きた責任 は どうとるのか
,そ の責任の
大 半 は 日本政府,ひ いて は,そ の規制 と保護 を よい こ とに既得権 の放棄 を渋
って きた 日本企業 にあ り,今 後 どう対応 す るのか
,注 意深 く見守 ってい く必
要が ある。
上記 の問題 はコス ト面 での国際比 較優位 の喪 失の背景 につ いて考察す る場
合,一 層明 らか とな る。 日本 立地か らコス ト面 での国際比較優位 を奪 った元
凶 として,し ば しば大幅 な円高 とその恒常 化が挙 げ られ るが
,そ の こと以上
に,国 際的水準 に照 らしてのわが国の価格,コ ス ト体 系の異常 な高 さを見逃
す ことはで きない。大幅 な円高 とその恒 常化 につ いての私 の基本的見解 はす
でに提示 してお いたが,わ が国の価格,コ ス ト体系 の異常 さにつ いて も是非
考察 して お く必要が あ る。
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4)わ が国の異常 に高 い価格 ・コス ト体系の 問題点
日本 の価格体 系,コ ス ト体 系 を異常 な まで に高 めてい る最大 の要因 は 「競
争」 に関わ る要因 であ る.日 本 において は,こ れ まで長 い間・外 国か らの参
入 を阻害 す る様々 な対外規制 が存在 し,か っ,そ れ と連動 す る形 で,対 国内
規制,規 制,制 度,慣 行がが ん じが らめ に取 り巻 いてい る とい う姿力§あ らゆ
る面 で見受 け られ る。 それ を反映 して,こ れ まで長 い間,日 本市場 は日本企
業の独 占市場 として位 置づ け られて きた。 これ らの規制 を実施す る側 の 日本
政府,規 制 と同時 に手厚 い保護 を受 ける 日本企業 の間で は,双 方 に とって,
実 に居心地の良 い状 態が継続 し,「政 」一 「官」一 「財 ない し業 」の間で鉄の
トライア ングルが確立 していた ことに留意 すべ きであ る。 この状 況の下 で,
独 占禁止 法,公 正取 引法の適 用が甘 い となれ ば,結 果的 に 「日本 市場」 にお
ける 「競争」 は大 き く制約 され るこ とにな らざるを得 ない。
本来,「 政」一 「官」一 「業 」とい う鉄 の トライア ングルの真 ん中に,生 活
者が配置 され るべ きであ るが,こ の生活者 が外 にはじき出 され,蚊 帳 の外 と
い う状態 におかれてい る こと,こ れが政 ・官 ・業の問題解 決努 力 を著 しく遅
らせ る最大の原因 になってい るこ とを忘れ てはな らない。
一一般 に,日 本企業 間で は過 当競 争 とも称 され る きわ めて シビアーな競争 が
存在 す る とされ るが,こ の シ ビアーな競争 は,少 な くとも,日 本市場 におい
ては,品 質,性 能 の レベ ルア ップ競争 に焦 点が合 わ されてお り,価 格 に関 し
て は,決 して シビアーで はなか った とい うのが実態で あ る。 日本市場 で は,
む しろ,企 業間 の談合体質 が問題 とな り,談 合 的価格設定 は何 もゼネ コンの
み に留 まらず,多 くの分野 に散見 され る もので ある。
ここで筆 者が言 いた いの は,外 圧,特 に米 国か らの圧力 は徐 々 にで はあ る
が,確 実 に 日本 を取 りま く壁 を崩壊 させつつ あ り,規 制 の緩和,撤 廃 は必至
の方 向にあ る とい うこ とで あ り,筆 者が もっ とも危惧 す るのは,日 本政府,
日本企業が もし これ までの コス ト ・価格体 系の是 正 に全力 を挙 げて努 力 しな
い場 合,日 本 市場 の開放,規 制 撤廃の動 きに合わせ て,日 本市場 は外 国勢(日
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系企業 も含 む)の 格好 の猟 場,草 刈場 とな るこ とであ る
。
この ことについて は,大 変興味 深 い前例 が ある
。 それ は米 国での寡 占体制
とその決定 的弱点 に典型的 に示 されてい る。
1970,80年 代 の米 国市場 で,日 本企業 は広範 な製品分野 にわ た って米 国企
業 を圧倒 したが,そ の場合 の米 国市場 の もって いた背景,特 質 が今 日の 日本
市場 のそれ と余 りに も酷似 してい るとい う点 に注 目す る必 要が ある
。
すなわ ち,多 くの産業分野 で,米 国企業 は寡 占体制 一寡 占価格 の中 に逃 げ
込 んで きたが,こ の一国寡 占な る もの は外 国勢 の参入 に対 しては無力 であ り
,
袋小路 への逃 げ込 み を意味 していた。
米国のマ ーケテ ィング は しば しば寡 占体 制下のマー ケテ ィング とい う形 で
問題 とされ るが,寡 占体 制 な るものが果 た して有効競争(WorkableCompe -
tition)を保証 し得 る もので あるのか,大 いに疑 問 であ り,企 業 の コス トダ ゥ
ン努力の手抜 きを始 めに個々 のマネ ジメン ト
,さ らには,マ ネ ジメ ン ト全体
へ の安易 な対応 ・顧 客のニー ズの無視 と傲慢 な対応が 目立 って いる
。 その意
味 では,あ えて極論 すれば,寡 占体制下 のマー ケテ ィングは 「外国勢 に敗北
す るた めの マー ケテ ィング」 とい う様相 を呈 していた ことに注 目 して お く必
要が あ る。
当初,日 本企業 は米国市場 に向 けて 「低 品質 ・低価格 」製品 で参入 す るの
が一般 的で あ り,他 方,こ の段 階で は,米 国企業 は 「高品質 ・高価格 」製品
市場 をターゲ ッ トとしていたた め,相 互 の棲 み分 けが可能 であったが
,日 本
企業 が徹底 した品質,性 能 のア ップ を図 り,コ ス ト面での国際比 較優位 を背
景 に,こ れ までの 「低品質 ・低価格 」製品 に替 えて 「高品質 ・低価格 」製品
を供 給す る ようになる と,日 米 両企業 は同 じマ ーケ ッ ト・ターゲ ッ トで真正
面 か ら競合 す る ことになった。 そ こでは,両 企業 間の技術 ギ ャ ップ
sさ らに
は,品 質,性 能 面の差異 がな くなってお り,そ の競合 は 「標準化 ・平準 化」
製 品間での競合 を意味 してい る。 そ こで は,当 然の事 なが ら,価 格 が競争 の
切札 とな らざるを得 ない。品質,性 能面 で差異 がな くて,日 本企業の製品 の
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方が価格 面で有利 とい うことになれば,競 争 の結果 は明 らかであ る。米 国企
業が米 国で確保 していたマーケ ッ ト ・セ グメ ン トは日本企業 の格好 の猟場,
草狩場 と化 した。価格切 札の製品 とい うな らば,米 国企業 はなぜ価格 を切 り
下 げる こ とに よ り対応 しなか ったのか とい う疑 問が残 る。 そ こでのキー ワー
ドは 「寡 占体制 」で ある。
そ こで,米 国内で の寡 占体制 の形成過程 を簡潔 に考察 してみ よう。米 国企
業間で製品 の 「標準化 ・平準化 」が進行 す る と,当 然 の こ となが ら,マ ーケ
テ ィング ・ツールの 中で,価 格が前面 に躍 り出て くる。 しか も,多 くの場合,
後発企業が価格競争 の引 き金 をひ くのが一般 的であ る。PLC上 成長後期 に後
発 として参入 す るよ うな企 業の場合,利 益のお こぼれ にあずか ろ うとして,
「時間」 も,「金」 も準備 しない まま参入 して くるのが一般的で あ り,ま た,
この様 な企業 の場合,マ ーケテ ィング ・ツールのすべて において先発 よ りも
劣位 にあ るのが通例 で ある。例 えば,「 製品」 とか 「チ ャネル」で優位 に立 と
うとす れ ば,大 変 な 「時 間」 と 「金」が掛 か る こ とにな る し,「 セー ル スマ
ン,売 り子」 で優位 に立 とう とすれ ば,こ れ また 「時 間」,「金 」が必要で あ
り,「広告 ・宣伝」 とか 「景 品付 き販売」 の場合,「 時間」 は ともか くとして,
「金 」 は必要で あ り,「金」 も 「時 間」 も準備 しないで参入 して きた後発企業
は これ らの ツール を使 うことは不可能 で ある。 これ らの企 業の場合,「 金」も
「時間」も必 要 としない 「価格」を競争 のツール として使 わざ るを得 ない事態
に追 い込 まれ るこ とにな る。
「価格」は隣合 って競合 して いるスーパーや量販店 な どで,客 寄せの 目玉商
品の値 付 けにおいて,隣 を覗 き見 しては常 に隣 よ りも安 い価格 をつ け合 い,
値下 げ競争 にな って しまう とい った例 に も見 られ るよ うに,価 格 で優位 を得
るた めに,値 下 げに時間 も金 も掛か らない とい う特質 を備 えてい ることに注
目された い。
標準化 ・平準 化製 品 において,供 給過剰現 象が生 じた場合,価 格 が最大の
武器 となる ことは当然 として,そ の上,価 格切 り下 げ以外 に方策 を持 たない
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後発企業 が その引 き金 を引 暢 合,コ ス ト1ご関係 な く価格 が下が る とい う恐
ろ しい事態が もた らされる こ とにな る。後発企業 が当該製品分野 か らの撤収
を図 る場合,価 格 の下落 は止 め どな く進行 す る
。 この こ とはコス トダ ウンを
規 定 している ファクタ.__..とプライスダ ウンを規定 して いる ファクタ_が 異 な
る とい うこ とを示 してい る。 もとよ り,プ ライスダ ウンが進行 すれ ばa当 然
の ことなが らコス トダウ ン努力が図 られ るが
,こ の努力 も平準化せ ざる を得
ない。 この段階 で,「 出血 的価格競争」が 前面 に押 し出 され る
。「出血 的価格
競 争」が進行 すれ ば,「 弱者 の淘汰 」が進 み,そ の結果,「 何 らか の合意が成
立 し得 る一定 の企業 数」 に まで参加企 業が減少 す る と
,そ の合意 は 「出血 的
価格競 争」 を止 める ことに向 けてな され るの は自然 の成 り行 きである
。 この
合意成立 の基盤 とな った体制 が 「寡 占体 制」 と呼 ばれ
,合 意 された価格水準
{生 き残 った最下位 の企業(限 界企業)が 存続 し得 る価格水準}が 「寡 占価格 」
と呼 ばれてい る。
米国で は,多 くの分野 で寡 占体制 が成立 して いるが
,そ の製 品分野 に参入
す るのが 「米 国 に生産拠点 を もつ米 国企業」 だけに限 られてい る場合
,当 然,
寡 占体 制 は維持 され得 るが,自 由貿易体制 の下で,外 国勢の参 入が許容 され
てお り,か つ,そ の外 国勢が米国生産 立地 よ りもコス ト面 での国際比較優 位
を具備 した生産 立地 を利用 して,価 格 を切札 として参入 して くる場 合
,米 国
での寡 占体制 は簡単 に崩壊 す る とい うことで ある
。 そ こで は,価 格切札 とい
う標準 化 ・平準化製品 の特性 が再度 クローズア ップされ る ことになる
。 この
こ とが一 国寡 占が持 つ致命 的 な脆 さとい うこ とになる
。
ここで,外 国勢 としての役割 を見事 な まで に演 じたのが 日本企業 であ る こ
とを思 い起 こすな らば,明 日はわが身,米 国市場 で起 きた決定 的事 態が所 を
変 えて,日 本市場 で も間違 いな く起 きる ことは容易 に想像で きるはずであ る
。
この寡 占体制下 での米国企 業が きわ めて安易 な経営 に陥 り
,顧 客 に対 して
も実 に傲慢 であった ことは外 国勢 の浸透 を一層容 易 に してお り
,こ の こ とは
自動車産業 に も,鉄 鋼企 業 に もきわ めて典型的 な形 で見 る ことがで きる
。
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例 えば,自 動車産業 の場合,米 国企業 の顧客 に対 す る傲慢 さは外 国企業 が
小型 車 に参入す る まで何 等手 を打 つ ことが なか ったばか りか,「米 国人 は大型
車が 浦 き」 とばか りに米 国人顧客 のニーズ をマー ケ ッ ト ・リサーチ会社 を
も抱 え込 んで完全 に無視 した ことに も現れ ている。そ こでは,「自動車 の売上
数量が一定 であれば,マ ージ ンの大 きい大型車 が有利 で あ り・小型 車への進
出 は不利 」 とい う思惑 が丸見 えで あ る。 ここに は,明 らかに錯誤,こ じつ け
が あ る。 この こ とは 「売上数量0定 」 とい う読 みの誤 りを導 き,現 実 に,外
国勢(最 初,VW,そ の後,日 本企業)に よって小型車が投入 され るこ とに よ
り,一一家 に2台,3台 とい った新 しい事態 の出現 につなが ってい る。VWの
場合,米 国の車 が航 空機で あ る とす れば,VWの 車 はヘ リコプターで ある と
いった機能の違 いを強調 して売 り込 んだ実績が あ る。小型車 が提供 され るな
らば,ア メ リカ人 は小型車 に も乗 る とい うことが実証 され る結果 となったわ
けで ある0
最近,米 国の 自動車企業 な どを先頭 に米 国企業 の巻 き返 しが見 られ るが,
その本格 的 な展開 はなお先 の こ ととして も,こ の急場 を見事 に切 り抜 けた米
国に学 ぶ点 はきわめて大 きい はずであ る。
話題 を再 び 日本の異常 な コス ト・価格体 系 に戻 す ことに した い。「競争」 と
並 んで,そ れ を支 えて きた今一 つの大 きな要因 は 「市場 」で ある。 日本 の高
価格水準 を受 け止 めて きたの は 日本 の市場 であ るこ と,こ の こ ともまた忘れ
るべ きで はない。消費財 の場合,「 市場」は消費者 で あ り,生 活者 で ある。 日
本 の消費者 は品質 にはシビアーで あるが,価 格 には きわめて鈍感で ある と外
国人 を含 めて言わ れ る ことが しば しばであ る。 これ にはy日 本企業 の過剰 な
までの啓蒙 が功 を奏 してい る と言 うこともで きよう。 日本 の企業 は製造業,
商 業 を問わず,国 内価格 を高水準 に維持 す るこ とには並 々な らぬ努 力 を払 っ
てお り,特 に,こ の こ とは消費財 メーカーの場合,顕 著 に見 られ る現象で ある。
日本企業 の場合,価 格の維持 ない し引 き上 げ を図 るため,必 要以上 の品質,
性能 の レベ ルア ップ,あ るい は,新 しい機能 の追加,さ らには,そ れ をフル
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セ ッ トで販売 す る といった,今 日問題 とされて いる過剰 品質問題 につなが る
よ うな対応 が頻繁 にな され て きた こ とも忘れ るべ きで はない
。 これ は前述 し
た 「品質 にはシビアーで あるが,価 格 に鈍感」 とい う日本人 の消費者 の習癖
への便 乗 とい う面が強 く,消 費者 のニー ズは大幅 に無視 され る結果 となって
いる。
筆者 自身,す でに数年 前 に,こ の点 について は,『 経済摩擦 と多 国籍企業』
(同文舘,1988年)に 収録 の論文(日 本企 業の成長行動 と経済摩擦)の 中で論
述 してい るので,そ の一部(pp .42-4)を 再録 してお きたい。
『これ らの国際的不適 合 は日本 の永年 にわ た る閉鎖性 に起 因 す る ところ
大 であ るが,今 や,こ の 日本の閉鎖性 のメ リッ トを放 棄せ ざるを得 ない段
階 に入 った ことは疑 問の余地 がな い。近 年,こ れ らの不適合 は次第 に是正
されつつ あるが,こ れ らは外国 か らの圧力 による ものが多 く
,決 して 日本
人消費者 の利益 を考 えての ことで はない。 この 日本 の閉鎖性,国 際的不適
合の例 は円高が もつメ リッ トの消費者 への還 流が遅 々 として進 まない こ と
に端的 に現 れてい る。 これ まで も円高 の進行過程 で
,そ の デメ リッ トのみ
が強調 され,円 高 のメ リッ トには頬被 りといった面が明 らか に見 られ た
。
……中略 ……最近
,大 幅 な円高 の恒常化 に よって,日 本 か らの輸 出品の 日
本への逆流 とか・バ ドワイザー,ク アーズな ど外 国産 ビール を180円 で得 る
店 な どの出現 によって,こ れ まで高水準 に維持 され て きた 日本国内 の価格
水準 が大 き く崩れ よ うと して い る。1970年 当時 の$1=¥360か ら見 る と
,
今 日の対 円 レー トは1/3以 下 で,多 少 の上 下動 はあ った として も
,一 貫 し
て円高傾 向 にあ り,こ れ まで 日本企業 の手 に よって
,こ の円高 に対 す る積
極 的 な国内対応が見 られなか った ことは日本 企業 の怠慢以外 の何物 で もな
い。この様 に議論 を進 める場 合,「国内価格体 系の維持 は消費者 のためで も
ある」 とい う日本企業 の反論 が直 ちに聞 こえて くるが,こ の反論 もまこと
にKtlL弁臭 い といわ ざる を得 ない。今後,近 き将来,海 外 で も生活 で きる日
本人 が多数 を占 る時代 の到来 は目に見 えてお り,そ こで は,日 本 が住 み に
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くけれ ば,住 み替 え も行 われ るわけで,そ の段 階に入 る と,消 費者 ひいて
は市民 を説 得 で きるロ ジックを持 つ ことこそ日本企業 に与 え られた課題 と
言 うこ とが で き,こ の課題 は 日本企業 ひいては 日本政府が 日本 をいか に住
み易い場所 にす るか とい う課題 に置 き換 えるこ とがで きよう。 日本企 業 も
日本政府 も日本 の閉鎖性,国 際不適合 に対す る外圧の高 ま りに よって四苦
八苦 してい るが,こ の外圧が外国 の単 な るエ ゴで はな く,日 本 の大 多数の
消費者,市 民 の利益 につなが る場合,外 圧 は外圧 に留 ま らず,内 圧 を も引
き出す こ とにな る ことを覚 悟 してお く必要が ある。 日本 の消費者 お よび市
民 は 日本政府,日 本企業が予想 してい るよ りもはるか に速 やか に国際性 と
賢明 さを身 に付 けつつ あ り,い つ まで も以前 と同 じ対応 を行 う場合,手 痛
い しっぺ返 しが待 って いる ことを忘 れて はな らない。』
筆 者の ここで特 に強調 したか ったの は,日 本政府 お よび 日本企 業の対 消費
者,対 市民対応 が余 りに もず さんで ある こと,特 に,国 際的不適合 の源泉 と
なった 「政 」一 「官」一 「業」 の鉄 の トライア ングルが消費者,市 民 の利益
を大 き く阻害 してい るが これが何時 まで も許容 され る もので はない とい うこ
とであ った。 日本 人消費者,ユ ー ザーの国際面 に関 す る無知,お 人好 しに便
乗 した対応 は,高 価格 の押 し付 けは言 うまで もな い こと,品 質 面で も,安 全
面 で も,日 本 か らの輸 出製品 に早 くか ら施 されて いる さまざ まな対応が 日本
国内で は完全 にね ぐられ て きた こ ととか,PL法 の遅 く,か つ,粗 雑 な施行 な
ど無数 に近 い事例 を挙 げるこ とがで きる。
近年,よ うや く,「業 」 と 「政 ・官」の対立構造が一 つの兆 し として現 れ始
めて いる ことは注 目しておいて よい。特 に,「 業」 を中心 として,規 制破 り,
規則破 り,掟 破 り,制 度破 り,慣 行 破 り,さ らには,型 破 りな どこれ まで に
は到底考 え られ なか った新 しい動 きが でて きた反面,こ れ らの企業 を単 に村
八分 にす るこ とで は片が付 かない事態 が生起 して いる。む しろ,そ の動 きに
ついて行 けない企 「業」の方が淘汰 され る とい う事態 までが生 じつっ ある。
今 日,問 題 となってい る価格破壊 の動 きは まさにその一例 であ る。
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筆者 自身,ま だ価格 破壊 と言 うに は,実 態 はほ ど遠い もの と認識 して いる
が,価 格 破壊 の動 きは,全 商 品 を半 額 にす る とい うダイエ0の 動 き等 に典型
的に見 られ る消費財 関連 中心 か ら,日 本 自動車企業 の 日本製 鋼板 に替 えての
韓国製鋼板 の利 用 の動 きに見 られ る生産貝欄 連へ と拡大 しつつあ り
,ま た3
日本企業 の海外生 産 において も,こ れ までの海外生産 が主 として 「現地市場
お よび第三国市場 」志 向 として,最 初 か ら日本 市場 への持 ち込 み を回避 す る
方向でな されて いたの に対 し,今 日では,日 本市場 への持 ち込 みを第一義 的
とす る動 きが見 られ る ことに も注 目 してお く必 要が ある
。 これ らの狙 いが い
ずれ もコス ト面での国際比較優 位 を もつ海外生産立地 併 り用 に置かれ
,か つs
日本の国際的 にみた以上 に高い コス ト・価格体 系 に よって導 かれてい る こと
は疑 問の余地 のな い ところで ある。今 日,日 本 の場合,コ ス ト面 での 国際比
較劣位 は著 しい ものがあ り,開 発途上 国立 地 は もとよ りの こ と
,い わ ゆる先
進 国立地 に対 して も劣位 に陥ってい るこ とを銘記 された い
.こ の段階 では,
日本市場 を狙 い得 る外 国勢 として は,純 然 たる外国企業 に加 えて,海 外 立地
にあ る日本企業 も含 まれ る ことにな る。
も とよ り,「業」が規制破 り,掟 破 りな ど新 しい動 きを示 し始 めた とい
って
も,こ の動 きは 「政 ・官」 に よる規制,保 護 による利益 が失われつ つあ る業
界 を中心 に見 られ る ものであ り,「政 ・官」 の保護 ・規制 の利益 をなお享受 し
得 てい る業界 で は旧態依然 とした状況 にあ るこ とも忘れ てはな らない
。
今 日,日 本企業 が消費財,生 産財 を問わず,よ うや く重 い腰 を上 げ,日 本
の コス ト ・価格体 系 の是正 に積極 的 に努力 し始 めた ことは適切 な選択 として
大 いに評価 して しか るべ きだ と考 えるが,生 産立地 の移行 による対 応 とい う
こ とで は,問 題 解決 は十分 ではな く,日 本立地 内での様 々 な分野 での効率化,
生産性 の向上 に よる是正 努力 も併 せ行われ るこ とが肝要 であ る
。
この様 に考 えて くる と,今 後 の最大 のネ ックは まさに 日本の政府 お よびお
役所 にある と言 わ ざるを得な い。近年,在 日外 国企業 の 日本脱 出が積 極的 に
な されて いるが,そ の背景 には,日 本 が規 制でがん じが らめに縛 られ てお り,
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外国企 業 に とって,ビ ジネス ・チ ャンスを活 か しうる道 が乏 しい ことに加 え
て,ア ジアの共通言語,す なわち,英 語,中 国語の いずれ も持 ち合 わせ てい
ない ことが挙 げ られ よう。
日本企業 について も,購 買拠点,販 売拠点,生 産 拠点,財 務拠点,人 事 ・
労務拠 点,R&D拠 点,さ らには,本 社機能,キ旨令 セ ンターの機能 の海外移転
を含 めて,世 界的規模 での展 開 に策定 す る段 階 に入 り,「政 ・官」 と一線 を画
す る方向 を も模索 し得 る資格 条件 を備 え始 めてい るのに対 し,日 本政府 は一
体何 を して い るのか,あ るい は,何 をしたい と考 えてい るのか何 も見 えて こ
ない とい うのが実態 で ある。 しか し,今 ほ ど,こ の面の抜本 的な検討が迫 ら
れて いる時代 はない。政府が現在 な し得 るこ とは日本 にいか にビジネスチ ャ
ンス を根 づかせ るかの一語 に尽 きる。 そのた めには,自 らの既得権 の放棄が
大 前提 となる。 自己保身 のた めの施策 に終止符 を打 つべ き時 が きてい る こと
の 自覚が何 よ りも必 要で ある。 日本市場 の公開 しか り,が ん じが らめの規制
の撤廃,緩 和 しか り,フ ェアー ・トレー ドの推進 しか り,こ れ までの産業優
先か ら生活者優先 への方針 の大転換 しか りで ある。近 年,よ うや く,日 本で
の 自主開発体制 の強化 をめ ぐって,基 礎研究体制 の確立,強 化,ベ ンチ ャー
ビジネスの推進 の動 きが見 られ るようにな ったが,対 応がいか に も遅 い と言
わ ざるを得 ない。
この時点 で,な お,公 共料金,高 速道路料 金 な どの安 易な値上 げを続々 と
図 るな ど一体何 を考 えてい るのか,判 断 に苦 しむ愚行 としか言 い ようが ない。
事 態が この ままで推移 す る場合,日 本 の製造業 の空洞化 は行 き着 くところま
で行 くとい って も過 言で はない。 日本 が極 東の一孤島 に陥 り,ジ ャパ ン ・バ
ッシングか らジャパ ン ・パ ッシングの対象 に転落 し,在 日外国企業,さ らに
は,国 際的 に活躍 し得 る能力 を もつ 日本企業 の 日本脱 出が進行 し,日 本 には,
「政 ・官」 と海外 に展開で きない脆弱 な 日本企業,貧 しい 日本人 だけが残 ると
い う事態 に備 えて,政 府が なすべ きこ と,で きる ことは何 か を検討 す る段階










(3)国内市場 の上 に乗 った
企 業規模











5)在 来 型製造業の衰退 と雇用 問題
世界市 場の上 に乗 って いた段 階の 日本企業 の図体 は必 要以上 に巨大で あ り・
か つ,国 内市場が沈滞 してい る時 は輸 出 ドライ ブをか ける とい う形 で,常 に
右上 が りの成長線 を描 くことが可能 で あったが,こ れか らの 「日本 にお ける
日本企業」(単に 日本企業 と呼 ぶ こ とで は十 分で はな く,米 国にお ける 日本企
業,ECに お ける日本企業,中 国にお ける日本企業 とい った表現 が必要 とな る
時代 の到来)の 図体 は国内市場規模 に合 わせ て,相 当大幅 な圧縮 が要求 され
る ことになるはずであ る(「図 一7日 本 にお ける日本企業 の企業規模 と市場
規模 の関係」 を参照の こ と)。 しか も,前 述 した ように,こ の国 内市場 さえ,
外 国勢(日 系 を も含 む)の 格好 の猟場 と化す に至 っては,そ の図体 を国内市
場規模,お よび,そ の ビジネス ・サイ クルに合 わせ て,常 に伸縮 自在 に して
お く必要が 出て きた ことを意味 してい る。 これ は日本企業 に とっての初 めて
の経験 とな ろう。景気が 回復 すれ ば,す べてが元 に戻 る と言 った錯覚 を持 っ
た まま,多 くを語 って いる評論 家が現在で もなお多数見受 けられ るが,は っ
き り言 ってあ り得 ない ことと言 う以外 ない。例 えば,「 雇用」一 っ を とってみ
て も,こ れ まで 日本 で創 出 された雇用機会 は輸 出先 での雇用 を横 取 りす る形
で創 出 された もので あ り,二 次 産業,三 次産業 を問わず・新 しい ビジネスの
新規投入が な され ない限 り,元 の状態,元 あ った規模 に復元 す る可能性 はあ
り得 ない こ とを銘記 すべ きであ る。 しか も,短 期 間の間 に新 しい ビジネス,
特 に,自 主開発 によるビジネスの引 き起 こしが いか に困難で あるか は過去が
証 明 して いるわ けで,こ こしば ら くは国内での景気 回復が あった として も,
その復元 はあ り得 ない と考 えてお くべ きであ る。
筆者 自身,学 生へ の講義 を通 して再 三再 四強調 してい るの は・「内定 の学 生
をホテル に缶詰 にす るな ど夢の また夢 」,「大学が レジ ャーセ ンターであった
時代の終焉」,「賃金 の安 い国の人材 とまった く同様 の ことしかで きない 日本
の人材 は当然 すげ替 えられ る運命 にあ る こと」,「成熟市場 の条件 を活用 し,イ
ノベ イテ ィブな シーズ,ニ ーズの探 求 に向 けて独創性,創 造性 を発現 し得 る
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人材 としての己啓発が必要不 可欠で ある こと」,「新卒へ の制度的採用 の廃止
の方向への動 き」等 々雇用条件 は厳 しさの一途 を辿 るこ ととい う点 であ る。
さらには,こ れか らの賃 金,給 与 は能力給的 な特質が全面 に現れ て くる と
同時 に,賃 金,給 与 が物価 にスライ ドして上が って きた経緯 を見 る限 り,今
後,物 価が下 が る場合,賃 金,給 与が物価 にス ライ ドして下 が る こともあ り
うる ことも考慮 してお く必要が あ る。物価 を半分 に下 げ る ことによってs給
与 が実 質的 に倍増 す る といった こ とはあ くまで も幻想 で しか ない し,そ れ ほ
ど雇用 関係 は甘 くない。
ここで特 に注意 してお きたいの は}日 本 の賃 金,給 与 水準 は本当 にそれ ほ
ど高いのか とい う問題 であ る。大幅 かつ急激 な円高の進行 は ドル表 示 にお け
る賃 金,給 与水準 を著 し く高 め るの に役立 って いる。 しか し,前 述 した よう
に,円 高 に対 して無為無策 の まま放 置 しyし か も,円 高が物価,特 に,消 費
者物価 に反映す る仕組 み を持 たず,そ の コス ト ・価格体系,そ の反映 として
の物価が国際的 に異常 に高 いま ま放 置 され,か つ,コ ンスタ ン トに上昇 す る
に任せ て きた 日本 で,た だ,ド ル表示での賃金,給 与水準 での高 さを問題 に
して もナ ンセ ンスであ る。現在 の賃金 ・給与水準 の高 さが生活水準 の高 さ と
合致 してい る とは到底 考 え られ ない。前述 した ように,物 価水準 が下 が るな
らば,そ れ にス ライ ドして賃金 ・給与水準が下 が るこ とは許容範 囲内で ある
が,物 価 が下が るの に先行 して,国 際競争力 のため とい う名 分の もとで,賃
金 ・給与 を引 き下 げ るこ とには問題が残 る。今後,こ の点での慎 重 な吟 味が
必要で あろ う。
日本 生産 立地 を有効 に活用 し得 る道 を発見 し,実 行 しない限 り,将 来 はな
い とい うのが実状 であ り,そ のため には,前 述 した ように,日 本立地 が コス
ト面 での国際比較優位 を喪 失 した以上,価 格 を切札 とす る標準化 ・平準化製
品 の生産 は不可能 であ り,日 本立地 の再活 用のた めには,低 価格 を切札 に し
ないで済 むR&D面 で の国際比較優位 を基盤 とした 自主開発,換 言す れ ば,
「日本 にPLCの 起点 を持 つ製 品」の開発 に全力 を傾注 す るこ とが絶対 不可欠
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とな る。
6)自 主 開 発 体 制 強 化 の道
日本 企 業 のR&D特 性 は,ま ず,技 術 導入 に よるR&Dに 求 め られ る。日本
企業 は当初,技 術 導入,お よび,改 良 型R&Dを 軸 に して,R&Dを 展 開 した
が,そ の 後,徐 々 にで は あ るが,次 第 に,自 主 開発 型R&Dを も含 めて 展 開 さ
れ る要 に な った 。R&Dは 「R(Research)」&「D(Development)」 を意味
し,し か も,「 図 一8日 本 企 業 のR&D特 性 」に示 され る よ う に,こ れ まで
の 日本 企 業 の場 合,「D」 の ウエ イ トが 大 きいR&Dの 分 野 こ そ もっ と も得意
とす る とこ ろで あ った が,今 後 の 最 大 の課 題 は 「R」の ウエ イ トの大 きい分 野
へ の移 行 と充 実 で あ る。 日本 企 業 の場 合,技 術 導入 の タ イ ミング を米 国 で の
PLC上 成 熟 期 か ら成 長 期 へ,さ らに7導 入期 へ,続 い て,開 発 段 階 へ と前 倒
しす る こ とに よ り,効 率 大,リ ス ク小 を犠 牲 に しなが ら,オ リジ ナ リテ ィの
付 与 の 可 能 性 を探 求 し,自 主 開 発 型R&Dに 移 行 し,「日本 にPLCの 起 点 を も
っ製 品 」 を増 や す こ とに努 力 して きた。 しか し,そ れ に も拘 らず,世 界 に先
駆 けて の 自主 開発 とい う こ とに な る と,そ の イ ン フラ は米 国,西 欧 に比 較 し







































米国企業が 多数の製 品,サ ー ビス,シ ステム を世界 に先駆 けて 自主開発 し
て きた とい うことは周知 の通 りであ る。 しか し,こ こで注意 してお きた いの
は,「 世界 に先駆 けての 自主開発」とい う場合,そ こには混沌 として,形 をな
さな いニーズが あるだ けで,そ れ を試行錯誤 を通 して次第 に形あ る具体 的 な
ニーズ に転化 す る といった経過 を辿 りなが ら
,そ れ を満 たすための道 具 ・手
段 の開発 につなげ る とい うこ とが要 求 されてお り,ソ フ トとハー ドが渾然0
体 をな して いるのが通例 であ る。これ に対 して,日 本 企業 の場合t「技術導入」
か らス ター トしたた め,ニ ー ズ自体 が具体 的 に提 示 され てい るこ とは もちろ
んの こ と,そ の ニーズ を満 たすための具体 的手段 としての製品 それ 自体
,す
なわ ち,ハ ー ドが先行 す るのが一般的 であった。 「始 めにハー ドあ りき」で あ
る。混 沌 としたニーズの中か ら具体 的 なニーズ を抽出 し,ハ ー ドとソフ トを
包摂 した充足手段 を自主 開発 す る とい う点 で は,日 本企 業 はなお未熟 であ る
と言わ ざるを得 ない。例 えば,最 近話題 となってい るマル テ ィ ・メデ ィア関
係 にして も,米 国の場 合,永 い試行 錯誤 の結果,す でにそのためのイ ンフラ
が組 み上 げ られ,そ れ を土台 として,そ の中か ら様 々 な ビジネスチ ャンスが
生 まれつつ あるが,そ こでは,「 何 がで きるのか」,「何が したいのか」が試行
錯誤 を通 して問われ続 けてお り,そ の結果 として,ハ ー ドとソフ トの融合 が
あ るの に対 し,日 本 の場合,米 国で具体 的な形 に まとま り,ビ ジネス として
成 立 を見 た 「これがで きる」 とい う部分が入 って くるため,そ のた めには,
このハ ー ドが必 要で ある といったハー ド先行型 の対応 にな らざるを得 な いの
が実態 であ る。
「世界 に先駆 けての 自主 開発 」のため には,「R」,す なわ ち,基 礎研 究の充
実 は絶対不可欠 であ るが,こ こで注意 してお きたいの は,こ れか らの 日本企
業 に とっての自主開発型R&Dは 単 に シーズ面 か らの それ だ けで はな く,ニ
ーズ面か らの それが包含 されね ばな らない とい う点 で ある
。
世界 に先駆 けての 自主開発 とい う場 合,例 えば,世 界 に類 の ない ほ どの急
激 な高齢化社会 への突入 とい う日本 の現在の状 況 は,日 本企業 に とって まさ
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にその 自主 開発 のチ ャ ンスを提供 す る もの と言 える。高齢化社会が求 め るニ
ーズ を満 たすた めの製品,サ ー ビス,シ ステム は無限 であ り,ソ フ ト,ハ ー
ドを包含 した充足手段 の 自主 開発 とい う点 で は,日 本 は実 に恵 まれた状 況 に
あ る と言 う ことが で きる。 高齢 者 に向 けての製 品,サ ー ビス,シ ステムへ の
ニー一ズ につ いて言 うな らば,現 在の 日本市場 はその大 きさか ら見 て も,個 人
の支払能力 か ら見 て もきわめて卓越 した水準 にあ る。この場合 に も,「何が し
たいのか」,「何 がで きるのか」,「何 をしなけれ ばな らないのか」 を過去 の先
例,多 くの場合,欧 米 の先例 にのみ頼 る ことな く,抜 本的 に見直 す こ とが必
要で あ り,こ れ らを「可能 とす る要因」,「必要 とす る要因」,「阻止す る要 因」
「促進 す る要因」に照 らして検討 してい くことが有 効で ある。 も とよ り,そ の
場合,生 活者最優先 の基 本線が大前提 で あ り,理 念 と情熱が要求 され るこ と
は当然の ことで ある。
今 日で も,外 国企業 の多 くは日本人消費者 の厳 しい 目(価 格 を除 く)を パ
ス した製品 は世界 的 に通 用す る ことを知 ってお り,商 品化研 究の拠点 を日本
に持 ち込 む外 国企 業 も増 えつつ あ り,こ の 日本立地 の優位性 を踏 まえて,自
主開発 を行 う場合,日 本が その面 での世界 の発信地 になる ことも可能 で ある。
幸 い,日 本企業 の場合,自 主開発 の条件 は徐 々 にで はあるが整備 されつ つ
あ り,あ る一定 の時 間 をか けれ ば,こ の ことも十分 に可能 になるはず である。
しか し,そ の場合,こ れ まで,日 本 自体が 「技術 の体 系的貯蔵庫」 として機
能 し,す べ ての 日本企業が その恩恵 に預 か っていた ことを忘 れ るべ きで はな
い。 日本企業 の海外進 出が進 み,標 準化 ・平準化技術 が 日本 か ら切 り放 され
てバ ラバ ラにな る場合,た とえ,個 々の 日本企業の世界的規模 で の技術 管理
システムが構 築 された として も,「技術 の体 系的貯蔵庫 」としてのメ リッ トは
喪失 し,復 元 は不可能 とな るこ とも十分 に留意 してお く必 要が ある。 この点
について十分 な配慮,対 応 を行 うこ とも,自 主開発体制 の基礎 的条件で ある
こ とを銘記 されたい。
しか も,こ こで注意 して お きた いの は,自 主開発 は日本 でのみ行 う必要 は
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△m財 齢 纏 化
[二 ]本社および本徽 能
■■ゆ 本社機能の国際化
ない と言 うこ とであ る。日本 の場 合,技 術 導入 を軸 として,R&Dが 進行 して
きたた め,自 主開発の ためのイ ンフラ はなお未熟 で あ り
,日 本 での自主開発
体 制の確立,強 化 は不 可欠であ る として も,そ れに加 えて,自 主開発 の イン
フラが一層整 備 した米国,西 欧諸 国な どを自主開発 のた めの立地 として活用
す る道 は開 かれてお り,こ れ を利 用 しない手 はない とい う ことで ある
。
今 日・ この方向へ の動 きは次第 に活発化 してお り
,日 本 企業の手で,「米 国
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にPLCの 起 点 を持 つ製品」,「西欧 にPLCの 起点 を持つ製品」が生 まれ て く
る ことも不可能 で ない ことが近 き将来現実 の もの とな ろ う。
この点 について は,「図 一9経 営職能面 か らみた国際化 とグローバル体制 」
を参照 されたい。 この段 階 まで来 る と,複 数本社制 の問題,本 社 と指令 セ ン
ターの関係 な どが議論 に上 って くるはずで あ り,こ の点 については,筆 者 の
別論 文 を指摘 してお きたい。 そ こで は,組 織 の問題 を中心 として,こ れ まで
販売機能,生 産機能 の世 界的配 置 に加 えて,今 後 は,R&D機 能,財 務機 能,
さ らには,本 社機能 の世界 的基準 に基づ く世界 的配置が本格 的に進展 し,世
界最適立地で の複数本社制,指 令 セ ンター制 が問題 となろ う。
執 筆 雑 感
以上i断 片的であ るが,日 本企業 が直面 してい る構造 的問題 について,考
察 を行 って きた.筆 者が本稿 において特 に強調 してお きたか った点 は以下 の
点 であ る。
その第1は,現 在,わ が国 で 「構造 的」 な る用語が氾濫 してい るが,そ の
uiを 怠 ったが故 に著 し く解決 が困難 となった問題 まで を 「髄 的問題 」
とす る ことには大 きな疑問が残 る とい う点 であ る。
その第2は,本 来,政 府,企 業 な どの トップ を始め とす る戦 略決定 主体 は
大局 的見地 に立 って,大 きな潮流,う ね りの本質 を見極 め,問 題 の発 生 を未
然 に防 ぎ,問 題が生 じた ときは直 ち にかつ適切 に対応 す るのが 当然 で あ り,
かつ,そ の能 力が要求 され るが,日 本で は,そ の責任の と り方が極 めて甘 い
反面,「 ない袖 は振 れない」式 に国民 あ るいは社員 といった ところに犠牲 を強
い るこ とにな る とい う点 であ る。
その第3は,ポ テ ンシャ リテ ィの高 い優 れた 日本企業 はグローバ ル化,ボ
ーダ レス化 の うね りの中で,活 きる道 を模索 し,そ のための方策 を見 出 しつ
っ あるの に対 し,日 本 政府 が この うね りの中で,何 をなすべ きなのか を問わ
れ なが ら,な ん ら答 を出 していない点 であ る。 日本 の政治家 が中曽根首相 に
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典型 的 に見 られ る ように,レ ー ガ ン大統領,サ ッチ ャー首相 の真 ん中 に立 ち
得 たの は・ その政 治力 に よってで はな く,日 本の持つ経済力 によってであっ
て・その基盤 であ る経 済力 も政 治家 の力で はな く,日 本企業,ひ いて は,「 日
本 の成長 メカニズム」 に支 えられ る ところ大で あった ことを考 え合わせ るな
ら,「政 一官」の怠慢 は許容範 囲 を超 えてお り,し か も,こ の間,政 争 に明 け暮
れてなすべ きことをな していない政府 の対 応 は まさに無責任の一語 に尽 きる
。
続 いて,構 造 的な問題 の内容 に入 るが,そ の第4は ,こ の まま放 置す る限
り,日 本 が螺旋 的 に下降線 を辿 る ことは目に見 えている ことであ る
。 出産率
の減少,若 年労働力 の減少,そ れ に伴 う高齢化 の急速 な進行 な ど
,人 口問題
だけを見 て も極 めて重大 な問題 を内包 してい る。 そ こでは,外 国人 の受 け入
れ問題 も同時 に検 討す る必要 がでて くる。 しか も,こ の段 階で は,高 齢化社
会 にお ける産業 のあ り方の検 討が不可欠 であ り,新 しい産業 の基盤 を高齢者
二〇 ズへの対 応 と高齢者 の能力活用 に向 ける こともまた必要 となろ う
。
その第5は,日 本企業 の複権 に とって,近 年 の米 国企業 の復権過程 は見 習
うべ き ものが あ り・ その場合,MITの 多数の研究者 による研究報 告書 「メイ
ド ・イ ン ・アメ リカ」 は一読 に値 す る。 しか し,こ こで も大 きく問題 とな る
の は・現在・復権過程 で進行 して いる リエ ンジニ ア リング
,リ ス トラクチ ャ
リングが人員整理,人 件 費の 削減 を伴 って進行 して いる ことで あ り
,し か も,
このや り方が国際 的競争優位 との関連 で,世 界的規模 で進行 しつつあ り,雇
用 問題 に重大 な問題 を投 げか けてい るこ とで ある。
また,ア ジア を中心 としての生 産拠点 の分散化 の方向づ けに着 目 して
,米
国 で確立 した物 流 の技 術,経 験,ノ ウハ ウ を持 ち込 む こ とを企 画 してい る
FeDexの 動 きは注 目に値す る。
その第6は,本 稿 で扱 い切 れなか った問題 として,一 例 を挙 げる と,情 報 ・
通信 システムの異常 とも言 え る急激 かつ高度 の発達 が 日本企業 の世 界的規模
で の展開 に対 し,ど の様 な貢献 を行 い得 るか,ま た,組 織上,ど の様 な影響
を もた らすか といった点が あ る。
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その第7は,日 本企 業の動 きの 中に も,バ ブノ哺 壊後 の永 い試行錯誤 の中
か らようや く一定 の方 向づ けが様 々な分野で生起 しつつ ある ことで ある。ベ
ンチ ャ_ビ ジネス,ベ ンチ ャーキ ャピタルのイ ンフラの醸成 とその上 での具
体 的 な動 きの進行,躰 立地活用の道 の探 索 と実行 の動 き・世界 的規模 での
経営資源配分 と騰 的活 用 とい った新 しい動 きが 出て きてお り・ 目の離せ な
い状況 になって きてい る.し か し,こ こで も・かつての産業 立国 とい った用
語 が死語 にな るほ ど,躰 企業 の国 を超 え る力 は強 まる ことになろ う・
最近,学 部長職 の忙 しさにか まけて論 文 を書 くの を怠 って きたため・何
とか論 文 を一つで もま とめてお きたい と考 え,寄 稿 を決意 した。 まだ未解決
の問題 は多す ぎ,論 文 の出来 も今 一歩の感 があ るが,論 文書 き恐怖症 には一
応の歯止 めがかか った と同時 に,今 後取 り組 むべ き新 しい問題,新 しいテー
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